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産業構造審議会知的財産分科会弁理士制度小委員会 開催経緯 

 

 弁理士法は、平成 12 年に全面改正が行われ、その後も平成 14 年、17 年、19

年と累次の改正が行われてきた。直近の平成 19 年の改正弁理士法は平成 20 年

に施行されたところである。 

 平成 19 年の改正弁理士法附則第 6条では、「政府は、この法律の施行後五年

を経過した場合において、新法の施行の状況を勘案し、必要があると認めると

きは、新法の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ず

るものとする。」として、施行後 5 年経過時点での見直しを規定している。 

 このため、弁理士法の施行状況に関し、幅広い観点から検討を行うべく、産

業構造審議会知的財産分科会の下に弁理士制度小委員会を設置し、以下のとお

り開催した。 

 

 

第 1 回小委員会 平成 25 年 8 月 26 日（月） 

議事：・これまでの弁理士制度見直しについて 

   ・弁理士法の施行状況について 

 

第 2 回小委員会 平成 25 年 9 月 19 日（木） 

議事：・弁理士制度に関する各団体等の意見について 

 

第 3 回小委員会 平成 25 年 10 月 23 日（水） 

議事：・弁理士制度見直しの方向性について（総論整理） 

   ・弁理士の社会的使命について 

   ・特許事務所・特許業務法人の在り方について（1）（大規模事務所） 

   ・弁理士業務の充実について 

   ・秘匿特権に関する取組の推進について 

 

第 4 回小委員会 平成 25 年 11 月 27 日（水） 

議事：・弁理士試験の充実について 

   ・実践的な研修を含めた研修の多様化について 

   ・弁理士自治の充実について 

   ・特許事務所・特許業務法人の在り方について（2）（小規模事務所） 

   ・非弁理士による弁理士活動の取締りの実効性確保について 
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第 5 回小委員会 平成 25 年 12 月 26 日（木） 

議事：・日本弁理士会における自治等の取組について 

   ・「弁理士制度小委員会報告書（案）」について 
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産業構造審議会知的財産分科会弁理士制度小委員会 委員名簿 

 

 

  野間口 有  三菱電機株式会社相談役 

独立行政法人産業技術総合研究所最高顧問 

 

 

相澤 英孝  一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授 

 

蘆立 順美  東北大学大学院法学研究科教授 

飯田 香緒里 東京医科歯科大学研究産学連携推進機構教授 

市毛 由美子 日本弁護士連合会日弁連知的財産センター委員・弁護士 

井上 由里子 一橋大学大学院国際企業戦略研究科教授 

 河野 通洋  日本知的財産協会常務理事・DIC株式会社知的財産部長 

 小島 高城郎 日本弁理士会副会長 

  櫻井 武志  東京ブラインド工業株式会社代表取締役社長 

  高倉 成男  明治大学法科大学院教授 

  長澤 健一  キヤノン株式会社取締役知的財産法務本部長 

  野坂 雅一  読売新聞東京本社論説副委員長 

古谷 史旺  日本弁理士会会長 

南  孝一  一般社団法人日本国際知的財産保護協会理事長 

八木 貴美子 知的財産高等裁判所判事 

 

 

 

（敬称略，五十音順） 
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はじめに 

 

弁理士制度は明治 32 年に導入されて以来、110 余年にも及ぼうとする歴史

を持つ。弁理士法に基づいて国家資格として定められた職業専門家である弁

理士は、現在では、1 万人を超え、大企業のみならず、中小・ベンチャー企

業、個人事業主などの知的財産に関する事業活動の内外での展開を支えるな

ど、幅広い分野で活躍している。 

 

経済のグローバル化が進む中、我が国産業の国際競争力を高めるために、

知的財産の創造・保護・活用がますます重要となっている。「日本再興戦略」

及び「知的財産政策に関する基本方針」（いずれも平成 25 年 6 月閣議決定）

に位置づけられている『我が国が今後 10 年間で世界最高の「知的財産立国」

を目指す』という国家目標の実現のためには、知的財産制度の重要な担い手

である弁理士に、これまで以上に知的財産の創造・保護・活用の促進に貢献

することが求められている。 

とりわけ、我が国企業の 99%以上を占める中小企業にとっては、その革新

的な事業活動や技術開発の成果を知的財産として活かすこと、すなわち、知

的財産の創造・保護・活用についてのさまざまな可能性を持ちながらも、そ

の具体化には自社における人材面・資金面をはじめとする制約がみられ、こ

のような潜在的なニーズを掘り起こすような重点的な支援が必要とされて

いる。このような支援において、個々のニーズに応じた、裾野広く、きめ細

かな知的財産に関する専門サービスの重要性が指摘されている。 

 

このように、これからの中期的な国家目標である世界最高の「知的財産立

国」を目指し、実現していく上で、その担い手としての人的基盤を整備する

ことが喫緊の課題であると考えられる。 

このような基本認識の下、本小委員会では、平成 19 年の改正弁理士法の附

則第 6 条の 5年後見直し規定と衆参両院の法改正の審議の際の附帯決議に基

づき、改正法の施行後の運用状況を踏まえつつ、特に以下の観点を踏まえ、

弁理士制度の在り方についての検討を集中的・精力的に行った。 

 

(1) イノベーションを支えるための業務基盤等の整備 

(2) 裾野を広げるためのきめ細かなサービスの提供 

(3) グローバルな強さに貢献するための資質の向上 
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2 

 

本報告は、この検討の結果を取りまとめたものである。 

政府においては、本報告を踏まえ、必要な調整を速やかに行い、弁理士法

の改正をはじめとする適切な措置を講ずることを期待するものである。 
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総 論 

 

１．これまでの弁理士制度見直し 

平成 12 年に工業所有権の適正な保護及び利用の促進等の要請への適確な対

応を図ることを目的として、弁理士の活動領域の拡大、量的拡大、質的向上を

柱とする弁理士法の全面改正が行われ、その後も累次（平成 14，17，19 年）の

改正が行われてきた。 

 

（平成 12 年法改正の背景・概要） 

 平成 11 年に行われた工業所有権審議会法制部会知的財産専門サービス小委

員会において、知的財産の戦略的活用の促進が知的財産政策全体の課題として

挙げられ、その中で弁理士に関しては知的財産の戦略的活用を支える人材とし

て期待されるがその量が極めて少ないことや、知的財産の契約、紛争処理等の

場面における活動が十分にできていないことなどが指摘された。また、規制緩

和推進 3か年計画（平成 11 年 3 月閣議決定）において、「国民生活の利便性の

向上、当該業務サービスに係る競争の活性化等の観点から、所管する業務独占

資格等について、業務独占規定、資格要件、業務範囲等の資格制度の在り方を

見直す」と記載されるなど、業務独占規定・業務範囲の見直し、法人化の解禁

を含め弁理士制度の改革が早急に求められていた。 

このため、平成 12 年法改正は以下の方針で行われた。 

 知的財産に係る契約関連業務、紛争処理業務等の法務サービスに関して、ユ

ーザーのアクセス改善、種々の資格者の能力を活かした多様なサービスの提

供の観点から、弁理士業務についての規制の在り方について見直す。 

(1)税関における権利者側の輸入差止手続代理権の付与 

(2)裁判外紛争解決手続への関与の拡大 

(3)知的財産権のライセンス契約代理業務 

 若く有為な人材や技術士等他部門の専門家を知的財産専門サービスの中核

的担い手である弁理士として効果的活用を図るとともに、十分な量を確保す

るため、弁理士試験制度を抜本的に改革し、試験負担の軽減、専門知識を有

する者に対する試験免除等を導入する。 

 多様なユーザーのニーズに応える総合的なサービスを実現するため、弁理士

事務所の法人化を解禁するとともに、地域中小企業等に対するサービスの充

実・強化を図るため、複数事務所の設置を認める。 
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 知的財産専門サービスに関するユーザーの選択可能性の拡大を図るため、広

告制限や標準報酬額表の在り方について、必要最小限の規制を除いて原則自

由とする。 

 

（平成 14 年法改正の背景・概要） 

知的財産関連の侵害訴訟件数が急増する状況において、知的財産専門の弁護

士が不足し、産業界等から専門性の高い訴訟代理人の質的・量的拡大による紛

争処理サービスの充実・強化が強く要請されていた。このような要請を踏まえ、

平成 13 年に行われた司法制度改革審議会では、弁理士に信頼性の高い能力担保

措置を条件に侵害訴訟代理権を認めるべきとの提言がなされた。そして、特許

庁長官の私的懇談会「これからの知的財産分野の研修のあり方を考える懇談会」

の検討結果を受け、隣接法律専門職種などの有する専門性を活用する見地から、

弁理士に対して工業所有権等に関する侵害訴訟代理権（弁護士との共同受任に

限る）を、信頼性の高い能力担保措置を講じた上で付与することとした。 

 

（平成 17 年法改正の背景・概要） 

 平成 16 年に裁判外紛争解決手続（ADR）の機能を充実することを目的とした

裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律が公布された。また、同年の司

法制度改革推進本部において、弁理士を ADR の手続実施者としてだけではなく、

紛争当事者の代理人として活用することが決定されたことを踏まえ、知的財産

関連紛争の ADR 手続における弁理士の代理権を整備することとした。具体的に

は、(1) 弁理士の ADR 代理業務の範囲の明確化、及び(2) ADR の代理業務に著

作権に関する事件を追加した。 

 

（平成 19 年法改正の背景・概要） 

 平成 19 年法改正は、平成 12 年改正法附則の 5 年後見直しの規定に基づいて

平成 18 年に行われた産業構造審議会知的財産政策部会弁理士制度小委員会の

検討結果を受け、以下の方針で行われた。 

 弁理士が有する専門的知見に対する多様なニーズに対応するため、弁理士が

扱うことができる業務範囲を拡大する。 

(1) 税関における輸出入差止手続について、特許権等の権利者側の代理業務

のみならず、輸出入者側の代理業務についても追加 

(2) 外国出願関連業務を弁理士の標榜業務として規定 

(3) 特定不正競争の範囲の拡大 
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 受験者層の拡大を通じて多様な人材を確保するため、知的財産に関する大学

院の修了者及び弁理士試験の一部科目の既合格者に対して、弁理士試験の試

験科目の一部免除制度を導入する。 

 自己研鑽を怠り不適切な行為を行う弁理士による悪影響を解消し、また、近

年の弁理士試験の合格者数の増加に伴って相対的にOJTの機会が減少するこ

とで実務経験が乏しい弁理士が増加し、ひいては出願人へのサービスの質が

低下するのではないかとの懸念に対処するため、弁理士登録前及び登録後の

研修を義務化する。 

 ユーザーへの総合的な業務の提供主体である特許業務法人制度の活用を促

進するため、特定の事件について社員を指定した場合に当該指定社員のみが

無限責任を負うこととする制度を導入する。 

 ユーザーによる弁理士の選択に資するため、国及び日本弁理士会が有する弁

理士に関する情報を公表するとともに、弁理士の自発的な情報提供を促す。 

 業務独占資格である弁理士の責任を明確にするため、懲戒の種類の新設や懲

戒事由の明確化を行うとともに、弁理士の名義貸しを禁止する。 

 

２．弁理士法の施行状況 

（1）弁理士の業務 

ア.出願手続等の代理等 

（これまでの改正の概要） 

平成 12 年法改正以前から、工業所有権の出願手続等には高度な専門的

知見を要することから、その代理業務を行える者は弁理士に限定されて

いた。平成 12 年法改正では、権利取得後の手続のうち比較的専門性の低

いと考えられるもの（特許料の納付手続等）の代理業務について、従来

の弁理士の業務範囲を縮減し、多様な民間サービスの参入を促進した。 

 

（施行状況） 

平成 12 年以降、我が国への特許出願件数は毎年 40 万件を超える水準

で推移していたが、平成 18 年以降は漸減傾向となり平成 21 年に大きく

減少した後、平成 24 年まで毎年約 34 万件で推移している。意匠登録出

願件数は平成 16 年の約 4 万件をピークに減少傾向にあったが、平成 21

年に下げ止まり、平成 24 年は微増の約 3 万 2千件となった。商標登録出
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願件数は平成 19 年の約 14 万 3 千件をピークにして、それ以降は 11 万件

前後で推移している。 

平成 24 年において、弁理士を代理人とする特許出願は、全体の出願件

数の約 90％を占めており、実用新案、意匠及び商標登録出願については、

それぞれ約 70％が弁理士を代理人とした出願であった。 

他方、日本特許庁を受理官庁とした PCT 国際出願件数は急激な増加傾

向を示しており、平成 24 年は対前年度比 12.7％増の約 4 万 3 千件であ

った。意匠に関しても、日本人による外国への意匠登録出願件数は、リ

ーマン・ショック直後に減少したものの、その後は増加傾向にある。商

標についても、マドリッド協定議定書に基づく商標の日本から外国への

国際登録出願件数は増加傾向にある。 

平成 24 年において、弁理士を代理人とする PCT 国際出願及び国際登録

出願（商標）は、それぞれ全体の出願件数の約 90％を占めている。 

 

イ.税関における差止手続の代理 

（これまでの改正の概要） 

平成 12 年法改正では、水際における差止手続について、弁理士が輸入

貨物の権利範囲や侵害の態様の技術的説明等を代理することによって、

手続の円滑かつ効率的な実施に寄与するものとして、権利者側の輸入差

止手続の代理を弁理士の業務とした。 

平成 19 年法改正では、水際措置における輸出入者による税関長に対す

る手続に弁理士が関わることについて、弁理士の知見が活かせることが

立証されたことから、平成 19 年法改正により弁理士が輸出入者側の手続

代理を行うことができることとした。 

 

（施行状況） 

平成 24 年の税関における知的財産侵害物品の輸入差止件数は過去最

高となる約 2 万 7 千件となり、輸入差止申立件数も前年に比べ約 10％増

となる約 700 件に達した。輸入差止申立件数の構成比をみると、著作隣

接権が最も高く（43.8％）、次いで商標権（29.8%）、著作権（12.7%）

となっている。 
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輸入差止申立件数の推移 

0

100
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300
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800

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

著作隣接権 商標権 著作権 意匠権 特許権 不競法

597
636

652
715

 

 

ウ.裁判外紛争解決手続の代理 

（これまでの改正の概要） 

平成 12 年法改正では、知的財産に関する専門性の高い事件について、

仲裁の業務を公正かつ適確に行うことができると認められる専門的仲裁

機関においては、仲裁手続及びこれに伴う和解の手続の代理権を弁理士

にも認めた。平成 17 年法改正では、それまでの「仲裁」代理に代えて、

「裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律」で定義された裁判外

紛争解決手続の概念を採用して代理業務の範囲を明確化するとともに、

著作物に関する権利に関する事件を扱えることとした。 

 

（施行状況） 

平成 13 年に日本知的財産仲裁センター及び日本商事仲裁協会を裁判

外紛争処理の業務を行う仲裁機関として指定し、弁理士による裁判外紛

争処理の拡大を図った。平成 17 年改正後は、両機関において、著作物に

関する権利に関する代理業務にも従事している。 

平成 21 年       22 年         23 年        24 年 

(出典) 財務省関税局公表資料を基に事務局作成 
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エ.契約の代理、外国出願関連業務等 

（これまでの改正の概要） 

平成 12 年法改正では、工業所有権等に関する契約の媒介・代理業務や

これらに関する相談業務について、弁理士が職務として行うことができ

る業務であることを明確化すべく、弁理士の名をもって行う業務（標榜

業務）として弁理士法に規定した。また、弁理士が契約の媒介・代理業

務等を行う範囲には、工業所有権に関する契約に加えて、これに関連す

る業務として、回路配置、著作物、技術上の秘密（いわゆる「技術ノウ

ハウ」）に関する契約に関する業務を含めた。 

平成 19 年法改正では、企業の海外活動の拡大等に対応するため、日本

の出願人が外国の有資格者を介して外国の行政官庁等へ工業所有権の出

願等を行う際の当該出願等に関する資料及び翻訳文の作成業務、外国有

資格者への媒介業務、これらに関する相談業務（外国出願関連業務）に

ついては、当該企業等の取組を支援する重要な業務であり、その業務の

担い手として弁理士の活用が求められていることを踏まえ、これを標榜

業務に追加した。 
 

（施行状況） 

平成 22 年度特許庁産業財産権制度問題調査研究「今後の弁理士の育成

のあり方に関する調査研究報告書」（NRI サイバーパテント株式会社）（以

裁判外紛争処理の申立件数 

平成 10 年 11 年 12 年 13 年 14 年 15 年 16 年 17 年 18 年 19 年 20 年 21 年 22 年 23 年 

(出典)日本知的財産仲裁センターHP 
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下「平成 22 年調査」という。）において、弁理士に対し、前年に受任し

た業務についてアンケート調査1をしたところ、アンケート調査年の前年

に受任したことのある業務（複数回答可）としては、出願代理業務（60.5%）

に次いで外国出願関連業務が多かった（46.6%）。また、工業所有権に関

する契約関連業務も、一定の割合（16.9%）が受任されていた。 

また、ユーザーによる依頼実績も、出願代理業務（87.4%）に次いで、

外国関連業務（70.7%）が多かった。 

弁理士が受任した業務

60.5%

19.2%

19.8%

26.8%

43.2%

14.9%

4.6%

10.5%

4.0%

4.3%

46.6%

16.9%

1.3%

2.0%

17.0%

14.8%

28.2%

17.6%

4.5%

3.8%

14.6%

17.9%

2.6%

3.8%

4.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

1．出願代理業務（特許）

1．出願代理業務（実用新案）

2．出願代理業務（意匠）

3．出願代理業務（商標）

4．査定系審判関連業務

5．当事者系審判関連業務

6．異議申立て業務（商標）

7．審決等取消訴訟代理業務

8．特定侵害訴訟代理業務

9．侵害訴訟における補佐人業務

10．外国出願関連の業務

11．知的財産に関する契約関連業務

12．ＡＤＲ（仲裁・調停等）関連業務

13．関税法関連業務

14．権利取得後の知的財産管理業務

15．知的財産関連文書の翻訳業務

16．先行文献調査業務

17．発明発掘業務

18．技術移転・産学連携関連業務

19．知的財産価値評価業務

20．知的財産コンサルティング業務

21．知的財産に関する教育・啓発業務

22．アドバイザー業務

23．知的財産関連規定の整備支援

24．知的財産に関する業務推進体制の整備支援

 
 

 

オ.裁判所における補佐人業務 

（これまでの改正の概要） 

訴訟の迅速化、権利の保護を十全とする観点から、平成 12 年法改正に

おいて、弁理士の「補佐人」としての業務を明確化することとし、民事

訴訟法上「陳述」とは区別されている「尋問」を弁理士が補佐人として

行い得ることを明確化した。 

なお、弁理士が補佐人としての業務を行う範囲については、工業所有

                                            
1 平成 22 年調査 p.14 

（出典）平成 22 年調査 p.14 

 

弁理士の受任する業務 
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権に加えて、これに関連する業務として、回路配置、特定不正競争に関

する事項についての業務にまで拡大されている。 

 

（施行状況） 

裁判所 HP の知的財産裁判例集によると、判決で終局した事件のうち、

弁理士が補佐人となった知的財産民事訴訟（特許・実用新案・意匠）の

事件数は、平成 23 年においては、22 件であった2。 
 

弁理士が補佐人となった裁判例の件数と割合（特許・実用新案・意匠） 

77% 77% 75%
73%

71%
67%

68%

48%

63%

52% 51%

0%
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60%

80%

100%

0

20

40

60

80

100

120

140

平成13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年

件数 割合
 

（出典）平成 24 年度特許庁産業財産権制度問題調査研究「今後の弁理士制度の在り方

に関する調査研究報告書」（一般財団法人知的財産研究所）（以下「平成 24 年調査」

という。）資料編 p.421 を基に事務局作成 

 

カ.特許権等の侵害訴訟の代理 

（これまでの改正の概要） 

特許権等の侵害訴訟については、平成 14 年法改正により、弁護士と共

同で訴訟代理人になる場合に限り、弁理士にも訴訟代理権を付与するこ

ととし、この訴訟代理権を付与される資格を得るためには、能力担保措

                                            
2 その他の知的財産民事訴訟（商標権、不正競争、著作権）において弁理士が補佐人となった裁判数は、それぞれ 0/7

件、3/19 件、2/27 件であった。 

 平成 13 年 14 年 15 年 16 年 17 年  18 年 19 年 20 年 21 年  22 年 23 年 
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置として、特定侵害訴訟に関する訴訟代理人となるのに必要な学識及び

実務能力に関する研修（能力担保研修）を修了し、特定侵害訴訟代理業

務試験に合格することを要件とした。弁理士の出廷については、共同受

任している弁護士との共同出廷が原則であるが、裁判所が相当と認める

ときは、単独出廷ができる。 

 

（施行状況） 

平成 15 年度から平成 24 年度の能力担保研修修了者数は 3,826 名で、

同期間の特定侵害訴訟代理業務試験受験者数は延べ 4,962 名、同期間の

合格者数は 3,049 名であった。平成 24 年末日時点の付記弁理士3数は、

2,753 名である。 
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裁判所 HP の知的財産裁判例集によると、判決で終局した事件のうち、

弁理士を特定侵害訴訟代理人とする事件は、当初は 10％程度であったが、

平成 21 年には 53%を占めた。 

なお、日本弁理士会が行ったアンケート調査4によると、平成 24 年に

                                            
3 弁理士登録簿に、特定侵害訴訟代理試験に合格した旨の記載を付記された弁理士のこと。 
4 平成 25 年 1月日本弁理士会会員アンケート(回収率 24.3％) 

付記弁理士数の推移 

（出典）日本弁理士会 JPAA ジャーナルを基に事務局作成 

平成 15 年 16 年  17 年   18 年  19 年   20 年   21 年   22 年   23 年  24 年 
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特定侵害訴訟代理人として訴訟代理を行った弁理士は 107 名、事件数は

332 件であった。 

 

弁理士が共同訴訟代理人となった裁判例の件数と割合（特許・実用新案・意匠） 
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（出典）平成 24 年調査 資料編 p.421 を基に事務局作成 

 

キ.特定不正競争 

（これまでの改正の概要） 

平成 12 年法改正では、不正競争防止法に関する業務のうち、弁理士の

業務との親和性が高いと認められる工業所有権に密接に関連するものや

技術的性格を有するものについて、弁理士の業務とした。また、平成 13

年の不正競争防止法改正により新設されたドメイン名に関する不正競争

行為を同年に弁理士の業務として追加した。 

依頼者の利便性向上の観点から、弁理士の有する知見が適切に活用で

きるものとして、平成 19 年法改正において、原産地等誤認惹起行為のう

ち商標に関するもの、競争者営業誹謗行為のうち工業所有権等に関する

虚偽の事実に関するもの、代理人等商標無断使用行為について、新たに

弁理士の業務の対象とした。 

 

 

平成 16 年  17 年   18 年     19 年    20 年    21 年    22 年    23 年 
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（施行状況） 

平成 24 年のアンケート調査5によると、特定不正競争のうち、弁理士

が受任する業務は周知表示混同惹起（第 1号）が最も多く、次いで同項

3号の商品形態模倣に関する業務であった。 

 

（2）弁理士試験 

（これまでの改正の概要） 

平成 12 年法改正では、弁理士試験における受験者の負担を軽減し、若

く有為な人材の参入を促進するため、論文式筆記試験の科目の大幅見直

し（条約科目の廃止）等による試験内容の簡素・合理化、大学院修了者

及び他資格の保有者への一部試験免除を導入するとともに、著作権法等

新規業務に必要な試験科目を追加した。 

平成 19 年法改正では、受験者層の拡大を通じて多様な人材を確保する

ため、①短答式試験について、大学院の課程を修了した者であって工業

所有権に関する科目の単位を修得したものについて、当該課程の修了か

ら 2年間に行われる同試験を一部免除し、同試験合格者についてはその

後 2年間に行われる同試験を免除することとした。②論文式試験につい

ては、必須科目と選択科目とで個別に合否を判定し、必須科目について

は合格者について 2年間、選択科目については合格者及び大学院等の論

文審査合格者について永続的に、それぞれ免除を認めることとした。 

なお、平成 19 年法改正の附帯決議において、工業所有権に関する条約

が論文試験の出題範囲に含まれることを明確にする措置を検討するよう

決議されたことを踏まえ、弁理士法施行規則に工業所有権法令の範囲内

で条約の解釈・判断を問う趣旨を明確化した。 

 

（施行状況） 

平成 12 年法改正に基づく弁理士試験は、平成 14 年度から実施され、

受験志願者数は平成14年度の7,176名から平成20年度の10,494名をピ

ークにして平成 25 年度には 7,528 名に、合格者数は平成 14 年度の 466

名から平成 21 年度の 813 名をピークにして平成 25 年度には 715 名にな

っている。 

また、選択科目の免除者も、平成 14 年度の受験志願者において 2,432

                                            
5 平成 24 年調査 資料編 p.68 
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名（合格者は 281 名）に対して、平成 25 年度においては 4,132 名（同

646 名）に増加した。短答式試験免除を受けて合格した者は、平成 21 年

度は 587 名であったのに対し、平成 25 年度は 319 名となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会社員の弁理士試験合格者数は増加し、弁理士登録している者のうち

会社勤務のいわゆる企業内弁理士（インハウス）は約 2千人に増加した。 
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企業内弁理士（インハウス）の推移 

（出典）日本弁理士会 JPAA ジャーナルを基に事務局作成 

弁理士数・弁理士試験合格者数の推移 

（出典）事務局作成 

平成 14 年  15 年   16 年   17 年  18 年  19 年   20 年  21 年  22 年  23 年  24 年 
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（3）研修制度 

（これまでの改正の概要） 

独占業務を有する資格制度は、国民の権利や取引の安全性及び適正性

を確保し安心できるサービスを提供するために業務を行う者を限定して

いるところ、資格者の資質の確保及び向上が社会的要請となっているこ

とを踏まえ、平成 19 年法改正により、新たに実務修習制度を導入し、弁

理士登録前に弁理士にとって必要な能力を備えていることを担保するこ

ととした。 

また、経済のグローバル化など知的財産を取り巻く環境が変化する中、

知的財産専門サービスの中核を担う人材である弁理士は、その業務の公

益性に鑑みて高い職業倫理が要請されており、また、最新の状況を的確

に把握し、時代の変化に対応した多様で高度な能力を常に備えることが

求められていることに鑑み、弁理士に対して、一定期間ごとに日本弁理

士会が行う資質の向上のための継続研修を義務付けた。 

 

（施行状況） 

平成 19 年法改正における附帯決議を踏まえ、実務能力及び倫理観等の

弁理士に必要な資質を担保するため、指定修習機関である日本弁理士会

では実務修習のカリキュラム及び受講時間を決定しているところ、平成

25 年 3 月末日時点で 3,628 名が実務修習を受講している。また、継続研

修についても同附帯決議の趣旨を踏まえ、5 年ごとに 70 時間以上の研修

を課すことで、弁理士の資質の維持・強化を図っている。 

 

（4）弁理士の職責・義務に係る規定 

（改正の概要） 

平成 12 年法改正では、弁理士の職責・義務を法制上明確化するととも

に、弁理士の業務範囲の拡大に伴い、適切な業務の遂行を担保するため、

国民に弁理士の職務を直接監視する機会を設けることを目的として、広

く何人からも経済産業大臣に対して弁理士の懲戒請求をできることとし

た。また、懲戒処分の種類について業務の停止期間を最長 1年から 2年

に延長するなど懲戒制度の整備を行った。 

平成 19 年法改正では、弁理士の独占業務が公益的な観点から認められ

ていることに鑑み、名義貸しを禁止する規定を設けた。 
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また、懲戒制度においては、他の士業の例に倣い、懲戒事由として「弁

理士たるにふさわしくない重大な非行」を追加してこれを明確化すると

ともに、懲戒の種類として、「二年以内の業務の一部停止」を追加した6。 

 

（施行状況） 

平成 12 年法改正の施行から平成 25 年 3 月末日現在までの経済産業大

臣への懲戒請求件数は 44 件、懲戒処分実績は戒告が 1 名、業務の禁止が

2名である。 

同期間における日本弁理士会による会員処分実績7は、戒告が 23 件、2

年以内の会員としての権利停止が 9 件、経済産業大臣への懲戒請求が 2

件、退会処分が 10 件8である。 

また、平成 19 年法改正における附帯決議において、名義貸しの規定が

適正に実施されるようガイドライン等を整備することが決議されたこと

を踏まえ、日本弁理士会では「特許事務所における補助者の業務に関す

るガイドライン」を策定し、会員に対して周知している。 

 

（5）特許業務法人制度 

（改正の概要） 

平成 12 年法改正において、「特許業務法人」という特別な法人制度を

創設して弁理士事務所の法人化を解禁した。 

平成 19 年法改正では、特定の事件について社員を指定した場合に当該

社員のみが無限責任を負うこととする指定社員制度を導入した。 

 

（施行状況） 

平成 24 年末日現在の特許業務法人数は 177 法人、特許業務法人所属者

数は 1,437 人であった。 

                                            
6 平成 19 年法改正の附帯決議を踏まえ、特許庁では平成 20 年 7月に「弁理士及び特許業務法人に対する経済産業大臣

による懲戒処分に関する運用基準」を定めている。 
7 処分決定後に欠格事由等で弁理士登録が抹消され、処分を執行しなかった事案を含む。 
8 10 件のうち、依頼者から受け取っていた手数料を特許庁に納付しなかった事案が 2件、会費を日本弁理士会に納付

しなかった事案が 8件。 
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（出典）日本弁理士会 JPAA ジャーナルを基に事務局作成 

 

（6）情報公表制度 

（改正の概要） 

ユーザーの利便性及び弁理士の資質向上の観点から、国及び日本弁理

士会が有する弁理士に関する情報を公表するとともに、弁理士の自発的

な情報提供を促すこととした。また、公表の方法は、日本弁理士会がイ

ンターネット等により一般に公表することとした。 

 

（施行状況） 

日本弁理士会ホームページ内の「弁理士ナビ」において、地域別、専

門分野別、取り扱い業務別に弁理士を検索することができるシステムを

無料で提供しており、中小企業・ベンチャー企業、大学・TLO に対する

支援実績のある弁理士、出張対応可能な弁理士等を簡単に検索すること

が可能となった9。弁理士ナビのアクセス実績（月累計）は、平成 24 年

                                            
9 全弁理士・全事務所について公開される基礎情報（氏名（ヨミ）、事務所名称、事務所の主従、登録番号、登録年月

日、通算登録期間、資格取得事由、特定侵害訴訟代理業務の付記年月日、事務所所在地、電話番号・FAX 番号、当該事

務所での就業形態、継続研修の受講歴、特許庁保有取扱分野情報）及び、基礎情報以外の会員からの申告に基づく任

意情報（専門分野情報、技術分野情報、訴訟業務・紛争処理対応情報、取扱業務情報、地域・中小・ベンチャー対応

情報、他の資格情報、学歴専攻情報、試験科目情報、モットー等）が公表されている。http://www.benrishi-navi.com/ 

特許業務法人と特許業務法人所属者数の推移 

平成 14 年 15 年  16 年 17 年 18 年 19 年  20 年 21 年 22 年 23 年 24 年 

http://www.benrishi-navi.com/
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12 月時点で 19,110 件であった10。 

 

（7）地域・中小企業に対する支援 

特許庁が平成 23 年 4 月から実施している「知財総合支援窓口」（特許等

取得活用支援事業）では、弁理士等の専門家が中小企業等に対して、企業

経営の中で抱えるアイデア段階から事業展開までの知的財産に関する悩み

や課題を一元的に受け付け、知的財産に携わる様々な専門家や支援機関と

共同してその場で解決を図るワンストップサービスを提供している。平成

23年度の相談件数は約 10万 1千件、翌 24年度は更に約 1万 8千件増加し、

11 万 9 千件であった。 

具体的な支援内容は以下のとおり。 

・ 窓口に配置する弁理士等の支援担当者が中小企業等の知的財産に関

する悩みや課題をその場で解決支援する。 

・ 高度な専門性を必要とする内容は弁理士等の専門家を活用して、支援

担当者と共同して解決支援する。 

・ 知的財産を有効に活用していない中小企業等を発掘して、より多くの

中小企業等の知的財産活用を促進する。 

 

日本弁理士会は全国に 9カ所の支部を設け、支部窓口での無料相談（平

成 24 年度実績：2,780 件）や、中小企業等を対象とするセミナー等を開催

している。また、経済的事情によって特許制度を活用することができない

個人や中小企業に対して、所定の要件を満たすことを条件に、特許・実用

新案・意匠の手続等に要する費用（弁理士及び特許庁に支払う費用）の全

部又は一部の援助を行う特許出願等援助制度（平成 24 年度実績：56 件）

も実施している。 

 

(8)地域偏在の状況 

 平成 12 年法改正の検討時には弁理士が主たる事務所を置いていない地

域（弁理士ゼロ地域）が存在しており、弁理士の地域偏在の解消が求めら

れていた。現在、弁理士数が増加し、弁理士ゼロ地域は解消されたが、大

半の弁理士が大都市に定着しており地域偏在が完全に解消されるには至っ

ていない。 

                                            
10 平成 24 年調査 本編 p.71 
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平成11年 平成24年 平成11年 平成24年 平成11年 平成24年

北 海 道 7 30 静 岡 県 24 55 山 口 県 1 9

青 森 県 0 2 愛 知 県 161 480 徳 島 県 3 6

岩 手 県 2 3 三 重 県 4 14 香 川 県 4 10

宮 城 県 5 10 新 潟 県 7 10 愛 媛 県 2 8

秋 田 県 3 9 富 山 県 5 14 高 知 県 1 5

山 形 県 4 4 石 川 県 4 11 福 岡 県 31 73

福 島 県 3 11 福 井 県 6 12 佐 賀 県 0 2

茨 城 県 17 109 滋 賀 県 8 56 長 崎 県 1 3

栃 木 県 5 26 京 都 府 45 191 熊 本 県 4 7

群 馬 県 9 18 大 阪 府 595 1,523 大 分 県 1 2

埼 玉 県 51 130 兵 庫 県 60 224 宮 崎 県 2 6

千 葉 県 84 163 奈 良 県 6 45 鹿 児 島 県 2 6

東 京 都 2,814 5,446 和 歌 山 県 2 8 沖 縄 県 2 9

神 奈 川 県 231 687 鳥 取 県 2 2 国 外 (統計なし) 60

山 梨 県 2 9 島 根 県 0 2

長 野 県 13 39 岡 山 県 14 16

岐 阜 県 19 54 広 島 県 12 38 計 4,278 9,657

人数 人数 人数
事務所所在地 事務所所在地 事務所所在地

 

 

 

３．知的財産をめぐる環境変化 

「１．これまでの弁理士制度見直し」のとおり、弁理士法は、知的財産をめ

ぐる状況の変化を踏まえ、平成 12 年の全面改正以降、弁理士の「活動領域の

拡大」、「量的拡大」、「質的向上」を大きな柱に累次の法改正を行ってきた。し

かしながら、後述のとおり、これらの法改正後の知的財産をめぐる環境は大き

く変化している。産業界を取り巻くグローバルな市場の展開はもとより、経済

成長の牽引役として知的財産に寄せられる期待、国家目標として改めて位置づ

けられている知的財産の意義の重要性などに鑑み、知的財産制度を担う専門人

材としての弁理士には、このような環境に迅速・的確に対応し、我が国の知的

財産立国の実現に大きく貢献することが求められている。 

我が国の特許出願件数は、平成 21 年以降一定規模で推移する一方で、新興国

市場の拡大等により、我が国企業による特許・意匠・商標の外国への出願の件

数は増加傾向にある。このように我が国の知的財産制度のユーザーの国際化の

（参考）主たる事務所所在地の弁理士の人数（平成 11→24 年） 

    青森 0→2 人 島根 0→2 人 佐賀 0→2人 

      東京 2,814→5,446 人 大阪 595→1,523 人  

主たる事務所所在地における弁理士の人数 

（出典）日本弁理士会 JPAA ジャーナルを基に事務局作成 
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進展とともに PCT 国際出願件数や特許審査ハイウェイの利用が増えることによ

り、企業等が各国の知的財産制度の特徴を比較した上で自身に有利な国を選択

して権利化する、いわゆる知的財産分野の「制度間競争」も激しくなっている。 

このようなグローバルな事業展開と制度のグローバル対応という観点から

も、知的財産制度を担う専門人材としての弁理士への期待も大きなものとなっ

ている。 

 

特許出願件数/PCT 国際出願件数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(出典)特許行政年次報告書 2013 年版を基に事務局作成 

 

このような期待に応え、我が国の産業界の競争力を支えていくためには、と

りわけ中小・ベンチャー企業をはじめ、企業等の革新的な事業活動や優れた技

術開発の成果をいかに企業等の資産としての価値に結びつけて、権利化あるい

は非権利化へと導き、発掘しながら、それらを保護・活用していくことが重要

な課題となる。我が国の中小・ベンチャー企業には優れた技術等を有し、イノ

ベーションを現実のものとしていく力を持っている企業が多いにもかかわら

ず、また、中小企業数は約 421 万社と全企業数の約 99%を占めているにもかか

わらず、特許出願件数は約 3 万 1 千件で全出願件数の約 10%に止まっている。

その背景として、例えば、中小企業は自社内に知的財産の専任者を持たず、ま

た知的財産制度に精通していない場合が多いことがしばしば指摘される。この

ような現状に対して、弁理士には、中小・ベンチャー企業にとっての知的財産

担当者として、権利化の支援に止まらず、発明の発掘、権利化・非権利化の戦

413,092 
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342,796 

17,097

19850

24,290 

26,422 26,935 
28,027 

29,291 
31,524 

37,974 

42,787 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

平成15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年

（件）（件）

特許出願件数（左軸） PCT国際出願件数（右軸）



                                                        資料 2 
 

21 

略などを含めた研究開発の初期段階からの一貫した支援を行うことが期待さ

れている。 

日本国内の企業数と特許出願件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

こうした弁理士への多様かつ大きな期待は、政府全体の知的財産政策として

知的財産戦略本部で決定された「知的財産政策ビジョン」及び「知的財産推進

計画 2013」にも反映されている11。 

 

４．取り組むべき課題 

経済のグローバル化が進展する中、我が国が世界最高の知的財産立国を実現

していくために、弁理士・弁理士制度には、我が国企業のグローバルな事業展

開に対する知的財産の側面からの支援と、中小企業等に対する一貫した支援を

はじめとした多方面にわたる貢献が期待されていると考えられる。 

このような状況認識の下、本小委員会では、弁理士・弁理士制度の在り方に

ついての具体的な方向性について議論した。 

委員からの指摘を整理すると、以下のとおりである。 

 

                                            
11 「知的財産政策ビジョン」（平成 25 年 6月 7日知的財産戦略本部）（抄） 

・グローバル競争時代の企業の事業活動に資する専門家の育成・確保 

グローバル競争時代における企業の事業活動に資する弁理士を始めとした専門家の育成・確保を図る。 

 

「知的財産推進計画 2013」（平成 25 年 6月 25 日知的財産戦略本部）（抄） 

（弁理士制度の見直し） 

・ 中小企業の知財活動を総合的に支援する能力の確保やグローバル対応能力の確保の観点から、弁理士の資質のよ

り一層の向上を図るため、弁理士試験制度や研修制度を含む弁理士制度の見直しを行う。（短期）（経済産業省） 

企業数
（約421万社）

大企業、その他

0.3%

中小企業
99.7%

内国人出願件数
（全体約29万件）

大企業、その他
89.2%

中小企業
10.8%

出典：特許庁推計出典：中小企業白書2012

平成23年度

企業数
（約421万社）

大企業、その他

0.3%

中小企業
99.7%

内国人出願件数
（全体約29万件）

大企業、その他
89.2%

中小企業
10.8%

出典：特許庁推計出典：中小企業白書2012

平成23年度
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【制度見直し全体の視点】 

 単なる 5年目見直しではなく、日本再興戦略における知財の役割、そして

その中核人材としての弁理士の位置付けを踏まえ、「グローバル化」「中小

企業」などの観点にも光を当てた検討が必要である。 

 弁理士は、これまで量・質ともに改善されてきたと評価できる。今後、グ

ローバル化の中で知的財産及びその担い手の弁理士の役割は一層高まる

ため、弁理士が国内外で活躍できるような制度にすべきである。 

 弁理士が国家資格として知財を担う中核的存在であることを弁理士法に

明記し、国民の共通認識とすることで、弁理士がその社会的役割を果たす

原動力になる。 

 

【弁理士のサービスの基盤確保】 

 秘匿特権は、民事訴訟のディスカバリーの問題にとどまらない。刑事手続

及び独占禁止法や証券取引に関する捜査の際、弁護士との交信の秘密を守

れるかという問題になる。 

 総合力への期待から、大規模事務所へ仕事が集中し、また、弁理士自身の

大規模事務所への集約化も進んでいくと思われる。それを見据え、集約化

の阻害要因の存否の検証も必要である。 

 日本弁護士連合会は、弁護士法の規定に加えて、弁護士職務基本規程にお

いて共同事務所や弁護士法人内における複数の弁護士間等に関する自主

ルールを定めている。利益相反の規定を緩和するためには、このような施

策がとられることが必要である。 

 中小企業や大学の多様なニーズに応えるためには、弁理士には総合病院の

ようなワンストップサービスが求められる。その際、税理士、中小企業診

断士、行政書士等の他士業との補完的な協力もあり得る。 

 

【中小企業等の支援に資するきめ細かなサービス】 

 中小企業からの受任の際、弁理士には減免制度や権利取得にかかる総額等

についての説明義務を課すべきである。 

 弁理士が一人だけの個人事務所にあっては、個人資産と事務所資産とが混

在している状態であり、事務所の継続の簡易化、統廃合の容易化等の理由

から、一人法人制度を導入すべきと考えている。 

 既往の業務範囲拡大にかかわらず、その部分での弁理士の活動実績が少な

いのであれば、これをサポートする方策も考えるべきである。 
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 イノベーション創出の観点から中小企業における知財マネジメント支援

が重要だが、その知財活動が低調なのは気になる。経営者の認識が低いな

ら、特許庁、INPIT、日本弁理士会などの公的機関が認識を高める施策を

行うべきである。認識があるが人的な余裕がないなら、社外弁理士を顧問

弁理士として利用する等、活用方法の多様化が必要である。 

 大手特許事務所の本音としては、知財部のある大企業のほうが付き合い易

いと聞く。一方で中小企業からは、料金が高い、仕組みが分からない等の

意見がある。このミスマッチをどう解消するかが大きな課題である。 

 企業からすると、法律全般については弁護士、技術的中身の部分で弁理士

と、弁護士と弁理士が連携して戦ってくれると有り難い。 

 ユーザーのニーズ把握は非常に重要。過去の業務範囲拡大が、真のニーズ

を捉えていたのか検証が必要。新たなニーズについての議論も慎重にされ

るべきである。 

 

【弁理士に対するアクセスの改善】 

 中小企業にとっては、単に出願して権利が取得できれば良いということで

はなく、紛争に対して強いなどの質の確保が非常に重要だが、そうした弁

理士を見つけるのが困難である。中小企業に分かりやすくし、また、能力

も高くして欲しい。 

 最先端の技術に対応できる弁理士や、大学では自己実施しないことを踏ま

えた対応のできる弁理士が見つからず、産学連携に支障。専門技術分野の

研修の強化や、大学の要請に対応できる弁理士へのアクセスを容易にする

方策も考えて欲しい。 

 弁理士側から情報発信することが重要であり、そのための手段として弁理

士ナビについて、よりユーザーが使いやすいものにして欲しい。 

 

【基礎的な能力の担保】 

 弁理士試験において口述試験の不合格者が増えているが、受験者から見て

公平・公正なシステムへの改善のため、法律面も含めた議論が必要である。 

 弁理士に求められる能力が多様化する中で、入口としての弁理士試験だけ

でなく、その後の研修なども含め、どこでどの能力を確保すべきか、整理

すべきである。 

 最新の技術が分かり、日本の知財を今後リードしてくれそうな若い世代の

弁理士参入をもっと促すべきである。 
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 PCT に基づく国際出願やマドリッド協定議定書に基づく国際登録出願が

増えていることもあり、論文式試験については条約を単独の試験科目とし

て欲しい。 

 合格者をいかに教育するかが重要で、若い弁理士に活躍の機会を設ける必

要もあるのではないか。 

 大学が弁理士に頼んで特許を取得した後、企業から弱い権利になってしま

っていると指摘されることがある。これは弁理士が産業構造をよく理解せ

ずに出願しているためである。産業構造について想像力を働かせることの

できる研修にする、OJT については事務所だけでなく企業の知財部でも行

うなどの工夫が必要である。 

 優れた発明なのに特許の取り方を間違えている特許を時折見かける。中小

企業や素人が強い特許を取得できるかは弁理士の能力に依存する。そのよ

うな能力を担保するための多角的な研修が期待される。 

 中小企業にとっては、単に出願して権利が取得できれば良いということで

はなく、紛争に対して強いなどの質の確保が非常に重要だが、そうした弁

理士を見つけるのが困難である。中小企業に分かりやすくし、また、能力

も高くして欲しい。（再掲） 

 

【多様・高度な実務能力の獲得】 

 中小企業に対応する弁理士には、経営的視点の理解や、知財について幅広

く何でも知っているという総合力が求められる。そのための研修も検討さ

れるべきである。 

 外国制度の知識と実務経験、外国代理人と日本のクライアントとの橋渡し

のため、高いコミュニケーション能力が必要。また、技術内容やクライア

ントの事業戦略を踏まえて効率的な理論構成を行い、相手方に即座に応酬

できるような人材を育成するため、リアルで臨場感のある研修が必要であ

る。 

 継続研修は座学や e ラーニングが多く、「リアル」な研修でない。今般、

日本弁理士会が弁理士育成塾等により OJT に注力することは重要である。

一人事務所が多く OJT の機会が得にくい中、日本弁理士会が組織的な資質

向上の手段を考えることが喫緊の課題である。 

 

これらの指摘を総合すると、我が国が世界最高の「知的財産立国」を目指

すための人的基盤として、弁理士・弁理士制度には、（1）我が国の企業等の
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イノベーションを支えること、（2）中小企業・大学をはじめとした裾野の広

いサービスを提供すること、（3）グローバルに強いことが求められていると

いえる。 

そこで、本小委員会では、弁理士に対する期待をこの 3つの観点に集約し

て具体的な検討を集中的かつ精力的に行った。 

 

（1）イノベーションを支えるための業務基盤等の整備 

弁理士に対し、高度化かつ多様化したニーズに応えることが要請されて

いる状況においては、その期待に的確に応え、その信頼性を確固たるもの

としながら、我が国企業等によるイノベーションを支えていくため、法令

による担保措置だけでなく、弁理士・日本弁理士会が自主的な取組によっ

て知的財産立国の実現に貢献していくことが欠かせない。 

また、高度化かつ多様化したニーズに対応するには、外国の制度・実務

に精通し、最先端の技術にも対応する能力を備えた総合病院のような特許

事務所を実現することも必要である。 

上記を踏まえ、本小委員会では、弁理士・弁理士制度への信頼の一層の

向上や高度かつ多様なサービスの提供という観点から、弁理士の社会的使

命、日本弁理士会への監督権限、大規模特許事務所の在り方、秘匿特権、

非弁理士による弁理士活動の取締りの実効性確保について検討を行った。 

 

（2）裾野を広げるためのきめ細かなサービスの提供 

従来の特許等の出願代理を中心とした業務に加え、中小企業、大学、地

域の企業等からの様々なニーズに応じるには、弁理士が有する専門的知識

を活かし、裾野広く、きめ細かなサービスを積極的に提供することが必要

である。 

特に、中小企業は知的財産担当者の数が十分でないことが多く、その知

的財産の保護・活用は十分でないことから、潜在的なニーズを掘り起こす

ような重点的支援が必要である。 

また、小規模事務所が、中小企業にとっての社外の知的財産担当者とし

て活用される、かかりつけ医のような機能を果たすため、その業務継続性

を担保する等、安定したサービスの提供を確保することも必要である。 

上記を踏まえ、本小委員会では、中小企業等の支援に資するきめ細かな

サービスの提供や、そのサービスに対するアクセス改善の観点から、弁理
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士業務、小規模特許事務所の在り方、弁理士に対するアクセス改善につい

て検討を行った。 

 

（3）グローバルな強さに貢献するための資質の向上 

経済のグローバル化を受け、我が国の企業等にとって、優れた技術等を

知的財産権として適切に保護するとともに、その知的財産権をグローバル

な事業活動の中で戦略的に活用することの重要性が増しており、弁理士に

は、こうしたグローバルな事業活動を知的財産の側面から力強く支援する

ことが求められている。そのためには、基礎的な能力の担保に加えて、外

国の知的財産制度に関する実務能力等について高い専門性を備える弁理士

を育成し確保することが喫緊の課題である。 

上記を踏まえ、本小委員会では、弁理士の基礎的な能力の担保や、外国

の知的財産制度等に関する多様・高度な実務能力の確保の観点から、弁理

士試験及び研修について検討を行った。 
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制度改正の具体的方向 

 

第１章 イノベーションを支えるための業務基盤等の整備 

 

Ⅰ．弁理士の社会的使命の明確化 

 

１．問題の所在 

知的財産をめぐる環境変化を受け、その専門家である弁理士にはこれまで以

上に、知的財産立国の実現に向けて積極的な役割を果たすことが求められてい

る。 

このような状況下において、弁理士には、不断の自己研鑽による専門的知識

の習得など一層の資質向上が求められており、日本弁理士会には、研修の拡充

をはじめとした様々な自主的な取組を充実・強化することで、個々の弁理士の

研鑽をサポートすることが期待されている。 

こうした弁理士自身及び日本弁理士会の自主的な取組を促すためには、社会

全体が弁理士の果たす社会的役割についての認識を深めていくとともに、弁理

士及び日本弁理士会がその役割を自覚して自らの規律を高めていくことが重要

であるとの指摘がある。 

このような社会的な認識や職業専門資格士自らの自覚に関し、弁護士、税理

士及び公認会計士においては、それぞれの職業専門資格士自身はもとより、関

係者をはじめとする我が国の経済社会における理解と認識が深まるとともに、

その使命が的確に果たされることを期待して、職業専門資格士としての使命が、

法律上明確に位置付けられている。 

一方、弁理士については、このような使命の規定を法律上は欠いている。 

 

２．対応の方向 

弁理士自身はもとより、弁理士を取り巻く関係者の理解と認識が深まるとと

もに、その使命が的確に果たされるべく、国内外の情勢を踏まえ、中小・ベン

チャー企業、大学等を幅広く支援し、知的財産立国の実現に貢献する弁理士へ

の期待を明確化すべく、弁理士の使命を法律に規定することが適切であると考

えられる。 

なお、具体的な規定の表現については、他士業の例を参照しつつ法律に定め

られた業務を的確に遂行し得るように案を得ることが適切であると考えられる。 
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また、弁理士の使命を法律に規定するに当たっては、日本弁理士会において、

弁理士が使命を果たすべく、会の自治に基づいて、会員たる弁理士に対する規

律の維持、資質の向上、必要な場合における適切な処分など運営管理やガバナ

ンスの強化など使命の具体化に取り組むことが必要不可欠であると考えられる。 
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Ⅱ．日本弁理士会に対する監督権限の緩和 

 

１．問題の所在 

弁理士は、工業所有権に関する手続の円滑な実施及び工業所有権等の活用の

促進に寄与し、経済及び産業の発展に資するという高い公共的役割を担ってい

るため、経済産業大臣は、日本弁理士会の総会の決議又は役員の行為が法令又

は日本弁理士会の会則に違反し、その他公益を害するときは、総会の決議の取

消し又は役員の解任を命ずることができるとされている（弁理士法第 72 条）。 

一方、日本弁理士会については、会員たる弁理士の職業専門資格士としての

自律と自覚を促すとともに、会員たる弁理士に対する規律の維持、資質の向上、

必要な場合における適切な処分など運営管理やガバナンスの強化に取り組んで

いくためには、会の自治を強化し、会自らの意思決定に基づき多様な活動を迅

速に行えるようにすることが必要であるとの指摘がある。 

なお、士業法において、所管大臣が総会決議取消権と役員解任権をともに有

するのは、弁理士法と社会保険労務士法のみである。 

 

２．対応の方向 

（1）総会決議取消権について 

弁理士及び日本弁理士会の活動は、極めて公益性の高いものであるから、

仮にも会の総会決議が弁理士に関する法令の遵守や公益に欠くこととなる

ような場合には、その是正について再度総会で決議するまでもなく、直ち

に取り消されるべきである。 

したがって、経済産業大臣の有する総会決議取消権については、これを

引き続き維持することが適切であると考えられる。 

 

（2）役員解任権について 

日本弁理士会自らの意思決定に基づき多様な活動を迅速に行えるように

するとの観点及び他士業の状況も踏まえれば、役員に処分の対象となるよ

うな行為があったときには、まずは日本弁理士会の自主的な規律に委ねる

ことが適切であるから、この自律的な解決の強化を求めるべきであると考

えられる。 

一方、日本弁理士会の役員は弁理士としての義務も有しているため、役
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員の行為が弁理士に関する法令又は日本弁理士会の会則に違反し、あるい

は公益を害すると認められる場合には、「弁理士法若しくは弁理士法に基づ

く命令に違反したとき、又は弁理士たるにふさわしくない重大な非行があ

ったとき」として、経済産業大臣が懲戒処分を行うことが可能である（弁

理士法第 32 条）。また、日本弁理士会会則において、一定の懲戒処分を受

けた弁理士は役員となることができないとされている12。これにより、役

員に対し、間接的に経済産業大臣の監督権限を及ぼすことが可能である。 

したがって、日本弁理士会において自主的な規律が発揮されることを前

提として、役員解任権を廃止することが適当であり、仮に会の規律が働か

ない場合には、役員に対し、「弁理士に対する懲戒権」を発動することによ

り対応することが適切であると考えられる。 

 

                                            
12 役員は、法第 32 条の規定により業務停止の処分を受けたとき、又は第 49 条の規定により選挙権若しくは被選挙権

の停止処分を受けたときは、その資格を失う（日本弁理士会会則第 66 条）。 
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Ⅲ．大規模特許事務所の在り方（利益相反規定等について） 

 

１．検討の背景 

弁理士が担う業務の高度化、多様化、国際化に伴い、資質の向上に努めても

なお個人の能力だけでは対応できる範囲に限界があることから、外国の制度・

実務に精通し、最先端の技術にも対応できる「総合病院型」の特許事務所が必

要となり、このような特許事務所を実現するためには、個々に高い専門性を有

する弁理士が集まって規模を確保することが必要となる。 

この点に関し、弁理士法の利益相反規定が特許業務法人に所属していた弁理

士の異動に対する過度の制約となっているとの指摘がある。 

 

２．利益相反規定について 

（1）問題の所在 

弁理士は、かつて特許業務法人の業務に従事していた期間内に当該法人

が関与した事件については、その弁理士自らが当該事件に関与していたか

否かに関わらず、一律に業務を行うことが禁止されている（弁理士法第 31

条第 6 号、第 7号）。 

また、特許業務法人の社員は、かつて別の特許業務法人の業務に従事し

ていた期間内に当該法人が関与した事件についても、その弁理士自らが当

該事件に関与していたか否かに関わらず、一律に関与することが禁止され

ている（同法第 48 条第 3項第 5号、第 6号）。 

特許業務法人制度の創設以降、特許業務法人の数、法人に所属する弁理

士の数及び特許業務法人当たりの弁理士の数は、それぞれ増加している。

これに伴って、前者の規定については、異動後の弁理士の業務範囲を必要

以上に制限し、弁理士の特許業務法人からの独立を阻害している可能性が

高まっているとも考えられ、また、後者の規定については、特許業務法人

間における弁理士の異動の流動性を低下させ、特許業務法人の集約化等を

阻害している可能性が高まっているとも考えられる。 

いずれの場合においても、クライアントにとって、弁理士を選択する際

の選択肢を狭めている虞もある。 
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特許業務法人と特許業務法人所属者数の変化 

 平成 13 年 平成 24 年 増加率 

特許業務法人数 9 法人 177 法人 約 20 倍 

法人に所属する弁理士数 41 人 1437 人 約 35 倍 

法人当たりの弁理士数 4.6 人 8.1 人 約 1.8 倍 

（出典）日本弁理士会 JPAA ジャーナルを基に事務局作成 

 

一方、弁護士法は、弁護士法人が関与していた事件について、自らが関

与していなかった場合には、当該事件について、異動後は禁止の制限が及

ばない旨の規定を置いている13。司法書士法、土地家屋調査士法、社会保

険労務士法においても同様である。 

 

（2）対応の方向 

特許業務法人制度の施行状況及び他士業の状況も踏まえれば、大規模特

許事務所におけるチャイニーズ・ウォール14・ルールの明確化等、必要な

手当を行った上で、特許業務法人に所属していた弁理士の異動について利

益相反規定が過度の制約とならないよう、法人が関与していた事件である

が、弁理士が自ら関与していなかった事件に関する制約を緩和することが

適切であると考えられる。 

 

３．その他の必要な手当について 

弁理士が業務を受任する際、依頼者との信頼関係が最重要であることに鑑み、

利益相反規定の見直しに当たっては、特許事務所内のチャイニーズ・ウォール・

ルールの明確化等を徹底し、その徹底を依頼者に明確に示す必要がある。日本

弁理士会においては、他士業の取組等を参考に、自主ルールを定め、会員によ

る遵守を担保する等の対策を取ることが適切であると考えられる。 

なお、自主ルールの策定に当たっては、例えば、日本弁護士連合会が、事務

所内における複数の弁護士間における利益相反の取扱いについて自治ルールを

定めており、違反した者に対する懲戒等の手続をとっていること等が参考とな

ると考えられる。 

                                            
13 具体的には、「～事件であって、自らこれに関与したもの」という限定をかけている。 
14 一般的には「企業の非公開情報を知り得る立場にいる引受部門等と、投資家に銘柄選定のアドバイスをする営業部

門等の間に情報の壁をつくるため、両部門を異なる場所に離したり、管理体制を徹底するなどの物理的な隔壁のこと」

である（出典：日本証券業協会 HP）。ここでは、事件に関与した弁理士とそれ以外の弁理士との間に、当該事件に関す

る情報が流通しないように設ける情報障壁の意味で用いている。 
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Ⅳ．秘匿特権に関する取組の推進 

 
１．検討の背景 

近年、日本人による外国での特許登録件数が増加しており15、日本の弁理士

が関与（外国出願に関する助言、国内基礎出願に関する代理や鑑定等）する特

許権について外国で訴訟が起こる可能性も高まりつつある。 

判例法諸国の民事訴訟においては、当事者はトライアルに先立ち、他方当事

者が所持する事件に関連した文書等の証拠の開示を請求することができる（「デ

ィスカバリー」）とともに、その例外として、公益的見地から、依頼者に、秘密

性を確保すべき一定の通信や文書について、その開示を拒む権利（privilege、 

秘匿特権）を与えており、なかでも、弁護士依頼人秘匿特権(attorney-client 

privilege)（以下、単に「秘匿特権」という。)は、法令遵守及び訴訟手続にお

ける公益実現のために認められている16。 

一方、弁理士と依頼者との間のコミュニケーションについて秘匿特権が認め

られるか否かは、国によって異なる。米国の裁判例では、外国特許出願につい

ての外国の弁理士とのコミュニケーションは、当該外国出願がなされた国の国

内法において秘匿され、かつ当該法が米国の公共政策に反しない場合に、秘匿

が認められる、との基準が用いられた例がある1718。 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
15 主要外国特許庁（米欧中韓）における特許登録件数は、平成 19 年の 77,453 件から平成 24 年の 105,356 件に増加。 
16 SCP/16/4 Rev, p.5（http://www.wipo.int/edocs/mdocs/scp/en/scp_16/scp_16_4_rev.pdf）。 
17 SCP/18/6, p.5（http://www.wipo.int/edocs/mdocs/scp/en/scp_18/scp_18_6.pdf、参考として、Duplan Corp. v. 

Deering Milliken, Inc., 397 F. Supp. 1146, 1169-71 (D.S.C. 1975)を引用。この裁判例は、外国の依頼者と当該

国の弁理士とのコミュニケーションについて、「それが当該国における特許出願手続の援助に関するものである場合、

秘匿特権の適用の有無は当該特許出願がなされる国の法律に従うのが国際礼譲の要請」であるが、「ある国の法律又は

その法律に基づく権利が法廷国の公共政策に反する場合には、国際礼譲は適用されない」と述べている。なおこの裁

判例は、後述の VLT 判決でも引用されている。） 
18 類似の判断基準に基づき、日本の弁理士が関与した文書について秘匿特権の適用を認めた裁判例として、VLT Corp. 

v. Unitrode Corp., 194 F.R.D. 8 (D. Mass. 2000)（後述）及び Eisai Ltd. v. Dr. Reddy’s Laboratories, Inc., 

77 USPQ 2d 1854 (S.D.N.Y. 2005)、文書提出義務について日本と同じ規定を有していた韓国の弁理士が関与した文書

について、VLT 判決を引用しながら秘匿特権の適用を肯定した裁判例として Astra Aktiebolag v. Andrx 

Pharmaceuticals, Inc., 64 USPQ 2d 1331 (S.D.N.Y. 2002)がある。 

http://www.wipo.int/edocs/mdocs/scp/en/scp_16/scp_16_4_rev.pdf
http://www.wipo.int/edocs/mdocs/scp/en/scp_18/scp_18_6.pdf%E3%80%81%E5%8F%82%E8%80%83%E3%81%A8%E3%81%97%E3%81%A6%E3%80%81Duplan
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判例法諸国における依頼者の秘匿特権 

 国内の弁護士 国内の弁理士 外国の弁理士 （出典） 

NZ ○ ○ 

証拠法 

○ 

証拠法 

NZ 証拠法 

（参考 1） 

豪 ○ ○ 

特許法等 

○ 

特許法等 

改正豪州特許法

等（参考 2） 

米 ○ ○(Patent 

Attorney) 

△(Patent Agent) 

裁判例 

△当該国で秘匿特権

が認められているこ

とを条件として認め

た裁判例あり※ 

SCP/20/919, Annex 

III, p.46 

SCP/17/520, p.3 

SCP/14/221, p.23 

英 ○ ○ 

知財法 

 

法令に言及なく、 

裁判例なし 

SCP/20/9, Annex 

III, p.42 

SCP/18/622, p.7 

SCP/17/5, p.3 

SCP/14/2, p.18 

加 ○ × ×否定した裁判例あ

り 

SCP/20/9, Annex 

III, p.9 

SCP/18/6, p.6 

※ VLT 判決(平成 12 年)において、マサチューセッツ地区裁判所は、平成 8年の日本民事

訴訟法改正により、弁理士と依頼者との間で交わされた文書が一般的な文書提出義務

の例外とされたこと等を考慮し、初めて日本の弁理士に秘匿特権を認めた23。 

（出典）平成 24 年調査 本編 p.138 

 

一方、日本のほか、制定法諸国には、ディスカバリー制度は存在せず、その

例外として依頼者に認められる秘匿特権という概念も存在しないことが多いと

考えられる24。しかし、専門家による十全な職務遂行のために、専門家と依頼

者との間の率直でオープンなコミュニケーションが確保される必要があること

は広く認識されており、このため、専門家には職務上の守秘義務が課せられ、

その違反には何らかの制裁が科されている。これにより、依頼者には、弁護士

等の専門家に伝えた情報が第三者に開示されないことが保証されている25。日

本では、弁理士には業務上取り扱ったことについて守秘義務が課せられ（弁理

士法第 30 条）、職務上知り得た事実であって黙秘すべきものについて証言を拒

絶でき（証言拒絶権、民事訴訟法第 197 条第 1項第 2号）、更に当該事実が記載

された文書であって黙秘の義務が免除されていないものの提出を拒否できるこ

                                            
19 http://www.wipo.int/edocs/mdocs/patent_policy/en/scp_20/scp_20_9.pdf 
20 http://www.wipo.int/edocs/mdocs/scp/en/scp_17/scp_17_5.pdf 
21 http://www.wipo.int/edocs/mdocs/scp/en/scp_14/scp_14_2.pdf 
22 http://www.wipo.int/edocs/mdocs/scp/en/scp_18/scp_18_6.pdf 
23 VLT Corp. v. Unitrode Corp., 194 F.R.D. 8 (D. Mass. 2000), 17-18. 
24 SCP/16/4 Rev, p.7 
25 SCP/16/4 Rev, p.6-7 

http://www.wipo.int/edocs/mdocs/patent_policy/en/scp_20/scp_20_9.pdf
http://www.wipo.int/edocs/mdocs/scp/en/scp_17/scp_17_5.pdf
http://www.wipo.int/edocs/mdocs/scp/en/scp_14/scp_14_2.pdf
http://www.wipo.int/edocs/mdocs/scp/en/scp_18/scp_18_6.pdf
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ととされている（文書提出拒絶権、同法第 220 条第 4号ハ）。 

 

２．問題の所在 

日本の弁理士と依頼者との間の文書について、「日本企業が米国等の判例法

諸国における知的財産権紛争に巻きこまれた際には、日本企業は日本弁理士と

相談した法律的事項や鑑定等の文書を、当該国の裁判所に一方的に提出を求め

られ、開示せざるを得ない、という不利な取扱いを受ける可能性がある」との

指摘や、日本企業の米国等における訴訟手続に日本の弁理士が関係することも

多く、その関係者には秘匿特権が認められることが望ましいとの指摘がみられ

る。 

 

３．対応の方向 

(1)秘匿特権が認定されるための業務ガイドラインの策定 

米国では、近年、我が国の弁理士について秘匿特権の適用を認めた裁判

例が続いている。 

米国の裁判における日本の弁理士への秘匿特権の適用の確実性をより高

めるため、米国の判例で示された判断基準26に従い、秘匿特権が認められ

るような各企業内・事務所内での体制作りを行うことが重要であると考え

られる。そのための日本弁理士会による自主的な取組として、例えば、会

がガイドライン等の形式で会員に周知する等の手段を検討することが適切

と考えられる。 

 

 

 

 

                                            
26 United States v. United Shoe Machinery Corporation, 89 F.Supp. 357, 85 USPQ 5 (D Mass. 1950)で示された、

秘匿特権が適用されるための要件は以下のとおり。 

    (1)秘匿特権を主張する側が依頼者であること、又は依頼者となろうとしていること。 

    (2)コミュニケーションがなされた相手が以下を満たすこと。 

      (a) 弁護士(member of the bar)又はその部下であること、及び 

      (b) 当該コミュニケーションに関して、弁護士(lawyer)として行動していること; 

    (3)弁護士(attorney)に伝えられた当該コミュニケーションが、以下を満たす事実に関連すること。 

      (a) 依頼者により伝えられたこと。 

      (b) 第三者が介在していないこと。 

      (c) 主に(i)法的アドバイスの提供、(ii)法的サービスの提供、又は(iii) なんらかの法的手続における助力

を目的としてなされたものであること。及び 

      (d) 犯罪や不法行為を行う目的でなされたものではないこと。並びに 

    (4)秘匿特権が主張され、かつ依頼者はこれを放棄していないこと。   
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(2)秘匿特権に関する国際取組の推進 

秘匿特権に関しては、現在、世界知的所有権機関（WIPO）27や特許制度

調和に関する先進国会合（B+会合）の枠組みで議論が続いているほか、国

際知的財産保護協会（AIPPI）などでも議論が行われている28。 

日本の弁理士が関与した文書等について、米国をはじめとする判例法諸

国の裁判における秘匿特権適用を確保できるか否かは、法廷地の裁判所に

よる判断に委ねられるため、日本の国内法の改正による対応では限界があ

るとの指摘がある。確かに、弁理士と依頼者との間のコミュニケーション

が、他国の民事訴訟手続において開示から保護されるかどうかは、第一義

的には当該法廷地の手続に依存するものであると言わざるを得ない。 

したがって、この問題の解決のためには、まず、条約などの国際的な取

決めが有効であり、WIPO や B+の枠組みにおける国際交渉を加速すべく、政

府として積極的に取り組むことが期待される。 

なお、外国の弁理士資格は統一されたものがないため、どのような資格

者に秘匿特権が認められるべきか、という点についても、併せて検討して

いくことが必要である。 

今後、米国の裁判例の状況を引き続き注視するとともに、以上の取組の

結果、我が国において何らかの措置が必要であるかどうかを見極めつつ、

必要な場合に速やかに対応していくことが重要であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

                                            
27 本件は特許法常設委員会(SCP)において議論されている。直近の会合では、越境事例の解決のための非拘束的なミ

ニマムスタンダードを策定し、これを各国が非拘束的指針として利用することを提案する国がある一方、本件は各国

の民事訴訟法及び証拠法の問題であるとしてこの提案に反対する国もあった。事務局は、関連する法令、運用、及び

実例をまとめた文書を作成し、次回会合において説明することとなった（SCP 第 19 回会合（平成 25 年 2月 25 日～28

日）議長サマリー）。（http://www.wipo.int/edocs/mdocs/scp/en/scp_19/scp_19_7.pdf） 
28 AIPPI は、弁理士等との間のコミュニケーションの保護に関し、各国が国内法で定めるべき国際的な最低基準につ

いての条約策定を提案するなどの活動を行っている。AIPPI は、平成 25 年 6月、AIPLA 及び FICPI との共催で、先進

国政府に国際的解決を促すことを目的として開いた会合において、知的財産に関する専門的アドバイスに係るコミュ

ニケーションの秘密性保護に関する最低基準についての共同宣言を採択した。

（https://www.aippi.org/?sel=publications&sub=onlinePub&cf=colloquium） 

http://www.wipo.int/edocs/mdocs/scp/en/scp_19/scp_19_7.pdf
https://www.aippi.org/?sel=publications&sub=onlinePub&cf=colloquium


                                                        資料 2 
 

37 

（参考 1）ニュージーランド証拠法（抄） 

第 54 条29 

法律アドバイザーとのコミュニケーションに関する秘匿特権 

(1) 法律アドバイザーから専門的な法的サービスを受ける者は、次の場合、

その者と法律アドバイザーとの間の全てのコミュニケーションに関して秘

匿特権(privilege)を有する。 

(a) 秘密にする意図でなされたものであり、かつ 

(b) 次の過程又は目的で行われたとき 

(i) その者が法律アドバイザーから専門的な法的サービスを受ける場合、

又は 

(ii) 法律アドバイザーが当該サービスをその者に提供する場合 

(2) 本条における専門的な法的サービスとは、登録特許弁理士(registered 

patent attorney)又は登録特許弁理士の機能と完全にまたは部分的に一致

する機能を有する海外30の実務家(overseas practitioner)の場合、知的財

産に関する情報又は助言を取得又は提供する行為を意味する。 

(3)（略） 

 

（参考 2）豪州特許法（抄） 

第 200 条31 

(2) 登録特許弁理士(registered patent attorney)が知的財産に関するアド

バイスを依頼者に提供することを主な目的としてなされたコミュニケーシ

ョンは、法律実務家が法的アドバイスを依頼者に提供することを主な目的

としてなされたコミュニケーションと同様の手段により、かつ同様の程度

において開示から保護(privileged)される。 

(2A) 登録特許弁理士が知的財産に関するアドバイスを依頼者に提供するこ

とを主な目的として作成された記録又は文書は、法的実務家が法的アドバ

イスを依頼者に提供することを主な目的として作成された記録又は文書と

同様の手段により、かつ同様の程度において開示から保護(privileged)さ

れる。 

(2B) 2 項又は 2A 項における登録特許弁理士には、他の国又は地域において

特許関連業務を行うことを許可された個人を含む。ただし、同人が該当す

る種類の知的財産に関するアドバイスを提供することを認められている場

合に限る。 

                                            
29 原文：http://www.legislation.govt.nz/act/public/2006/0069/latest/DLM393659.html 
30 「海外」には、政令（Order in Council of August 2008）が指定する 87 カ国が含まれている。前掲 SCP/17/5, p.3 
31 原文：http://www.comlaw.gov.au/Details/C2012A00035 

http://www.legislation.govt.nz/act/public/2006/0069/latest/DLM393659.html
http://www.comlaw.gov.au/Details/C2012A00035
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Ⅴ．非弁理士による弁理士活動の取締りの実効性確保 

 

１．検討の背景 

工業所有権の手続に関する業務は、高度な技術的・専門的知見を要するため、

弁理士制度は、これらに係る業務の遂行を弁理士という職業専門資格士に限定

することで、手続の円滑化を図り、迅速、的確な権利取得を実現している。 

弁理士又は特許業務法人でない者については、他人の求めに応じ報酬を得て、

特許庁における手続代理等を業とすることができないとされ（弁理士法第 75

条）、その違反には刑事罰が科される（同法第 79 条第 3 号）。 

 

２．問題の所在 

弁理士法第 75 条には「報酬を得て」という要件（以下「報酬要件」という。）

があるが、同条に違反する疑いがあるケースでも、報酬の受け渡しの確証を得

ることは困難であり、そのため、同条は非弁理士による弁理士業務に対する抑

止力にならないとして、報酬要件を廃止すべきではないか、との意見がある。 

 

３．対応の方向 

報酬要件を撤廃すれば、当該要件についての証拠収集が不要となるため、本

条がより迅速に適用できるようになるという可能性はある。しかしながら、弁

理士法第 75 条に違反した場合、第 79 条第 3号に基づいて刑事罰が科せられる

ことから、第 75 条における報酬要件の削除は、刑事罰を予定する取締りの範囲

を拡大するものであり、その改正に当たっては、まず、非弁理士による出願代

理等の行為により、依頼者にどのような損害が発生したか、特許庁における円

滑な工業所有権行政へどのような影響があったか等について、調査し事実関係

を把握する等が必要となると考えられ、慎重な検討が求められる。 

一方、特許庁においては、弁理士又は特許業務法人でない者が特許庁におけ

る手続の代理をする際には、当該行為が弁理士法第 75 条に違反するものでない

ことについて、当該行為を行った代理人に対して確認を求め、要すれば、出願

人に改任命令を発する等の必要な措置を講じることとしている32。まずは、こ

のように、運用の見直しによって同条違反の蓋然性が高い行為を減少させてい

くことが適切であると考えられる。

                                            
32 特許庁「非弁行為の防止に向けた措置について」、

http://www.jpo.go.jp/tetuzuki/t_tokkyo/shutsugan/hiben_boushi.htm 

http://www.jpo.go.jp/tetuzuki/t_tokkyo/shutsugan/hiben_boushi.htm
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第２章 裾野を広げるためのきめ細かなサービスの提供 

 

Ⅰ．弁理士業務の充実 

 

１.弁理士の相談業務について 

(1)検討の背景 

特許庁では、知的財産のあらゆる場面に関して中小企業の悩みや課題を

一元的に受け付けることを目的として、「知財総合支援窓口」を全国 56 か

所に設置している（平成 25 年 12 月時点）。平成 23 年度の同窓口の設置以

降、総計で毎年 10 万件を超える相談が寄せられており、その内容は、単な

る権利化や権利の活用に対する相談にとどまらず、発明の発掘や創造され

た知的財産の内容に応じて権利化するかノウハウとして管理するかなど、

研究開発の初期段階の相談に及んでいる。このことから、中小企業に対す

る知的財産活動の支援は、特許等の出願後に限らず出願以前の段階から行

うことが効果的であると考えられる33。 

 

(2)問題の所在 

特許等の出願以前の段階で、弁理士がどのような発明等を出願し、権利

化するか、あるいはノウハウとして管理するかなどの相談に応じることに

ついて、弁理士法には特段の規定が設けられていない。このため、出願以

前の段階における発明発掘等の相談－特許出願等の代理－特許権のライセ

ンス契約等の権利活用という一貫した支援を、「弁理士又は特許業務法人と

して」実施することができるか明確でないとの指摘がある。 

さらには、特許等の出願にとどまらず、「知的財産全般の相談」を弁理士

の業務として位置付けることが必要であるとの指摘がある。 

 

(3)対応の方向 

ア．発明発掘等の相談の弁理士業務としての明確化について 

発明発掘等に関する相談業務については、中小企業に限らず企業のニ

ーズが高い等、肯定する意見も多くみられることも踏まえ、特許等の出

                                            
33 平成 24 年調査におけるアンケート調査においても、発明、意匠の発掘や創出に関して、弁理士に相談を依頼した者

の約 9割から「期待どおりだった」との回答があった。 
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願以前の段階における相談を弁理士の業務として規定することが適切で

あると考えられる。これにより、出願以前の段階における発明発掘等の

相談－特許出願等の代理－特許権のライセンス契約等の権利活用という

一貫した支援を「弁理士又は特許業務法人として」、日本弁理士会の指

導・監督の下で、経験を共有し、相互に資質の向上も図りながら、より

円滑に実施できることとなる34。 

一方、非弁理士にも発明発掘等について知見を有する者がおり、専権

業務とすることは妥当でないとの指摘もあり、確かに、当該業務を弁理

士のみに法律上認めることは必ずしも適切ではないと考えられることか

ら、専権業務とはせず、弁理士の標榜業務として法律に規定することが

適切であると考えられる。 

 

イ．知的財産全般の相談を弁理士の業務と位置付けることについて 

知的財産関連業務は多岐にわたり、複雑化、高度化、国際化しており、

各国の知的財産制度、自社・他社技術を踏まえた戦略の構築などを練ら

なければならず、特に中小・ベンチャー企業、個人事業主にとっては自

社単独で行うことには限界がある。このような実情も踏まえ、技術に精

通した弁理士が関与することが必要ではないかとの指摘、弁理士に多く

のことを相談できる方がコストの面から望ましいとの指摘、知的財産全

般の相談に関してはそもそも依頼者としてはどの法律かを意識せずに相

談することが多く、専門家の選定も含めたワンストップサービスの実現

が必要との意見などがあった。 

一方、権利行使に関する相談について、民法及び民事訴訟法の素養が

不可欠であるところ、弁理士資格はそれらについての素養を担保するも

のではないとの指摘があった。 

また、ユーザーの視点に立ちつつ、技術は弁理士、法律は弁護士とい

ったように得意分野を活かしつつ、他の士業としっかり連携して対応す

ることが必要ではないかとの意見もあった。 

これらの意見を踏まえ、必要に応じて特許、意匠、商標等の専門弁理

士間での連携を図るとともに、弁理士が応じることができる相談の範囲

を明確化しつつ、弁護士をはじめとした他の士業とも適切に連携する体

制を整えることも含めて、知的財産相談に係るワンストップサービスを

                                            
34 平成 24 年調査におけるアンケート調査によれば、弁理士法に規定のない現状において、発明、意匠の発掘や創出

に関する相談について、「弁理士に今後依頼したい」とする回答が 1割強あった。 
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実現するための環境整備を行うことが適切であると考えられる。 

 

２.特定不正競争について 

（1）問題の所在 

現在、弁理士が、不正競争防止法に関して、①裁判外紛争解決手続につ

いての代理業務、②裁判所における補佐人業務、③特定不正競争による営

業上の利益の侵害に係る訴訟の代理業務として扱うことができるものは、

工業所有権に密接に関連するものや技術的性格を有するものとして、弁理

士法第 2条第 4項に「特定不正競争」として規定されている。 

特定不正競争は、不正競争防止法第 2 条に規定する不正競争の一部であ

るが、以下の不正競争行為が含まれていないことから、弁理士が扱うこと

ができる業務が断片的であり、分かりにくいとの指摘がある。 

 

① 営業秘密のうち技術上の秘密以外のものについての不正競争行為（不

正競争防止法第 2 条第 1項第 4号～第 9号） 

   窃取、詐欺、強迫その他の不正の手段により、営業秘密のうち顧客名

簿等技術的性格を有しないものを取得する行為等 

② 技術的制限手段に対する不正競争行為（同項第 10 号及び第 11 号） 

   デジタルコンテンツのアクセス管理技術等を無効にすることを目的と

する装置やプログラムを提供する行為等 

③ 原産地等誤認惹起行為（同項第 13 号）のうち商標以外のもの 

   特許等に関して、商品やその広告又は取引用の書類等に、その商品の

品質、製造方法等について、誤認させるような表示をする行為等 

④ 競争者営業誹謗行為（同項第 14 号）のうち工業所有権等以外のもの 

   形態模倣や技術的制限手段に関して、自己となんらかの競争関係にあ

る他人の営業上の信用を害するような虚偽の事実を他人に告げる行為等 

 

（2）対応の方向 

特定不正競争の見直しについては、現時点までのところ、必ずしも多く

の事案が報告されていないことから、ユーザーのニーズがどれだけ存在す

るかが明確でないという指摘や、弁理士の専門性が活用できる部分につい

て弁理士業務として認められてきた経緯があることから「分かりにくいか
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ら改正する」ということではなく、ユーザーのニーズを具体的条項ごとに

判断すべきではないかという指摘があった。 

一方、技術に関するものについては弁理士の業務として見直しても良い

のではないかという指摘もあった。 

したがって、特定不正競争については、具体的条項ごとにユーザーのニ

ーズ及び弁理士の知見の活用可能性を検証し、必要な見直しを行っていく

ことが適切であると考えられる。 
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Ⅱ．小規模特許事務所の在り方（一人法人制度等について） 

 
１．検討の背景 

（1）特許事務所・特許業務法人に求められる機能 

自社内に知的財産の専任者を持たない中小企業等には、知的財産担当者

として活用できる「かかりつけ医」のような特許事務所・特許業務法人（以

下「特許事務所等」という。）が求められている。 

このような、かかりつけ医型の特許事務所等を実現するためには、所属

弁理士が一人である、いわゆる一人事務所を含めた小規模な特許事務所等

においても、依頼者の事業について理解を深め、信頼関係を構築するとと

もに、依頼者に対して継続的なサービスを提供することが重要であると考

えられる。 

なお、この点に関し、小規模事務所等、とりわけ特許事務所等の 68%を

占める一人事務所は、大規模事務所と比較してサービスの継続性等に課題

を抱えているとの指摘がある。 

 

（2）特許業務法人制度の概要 

弁理士の業務内容が専門化、高度化、多様化していく中で、一定程度の

大規模化を図って総合的な弁理士サービスの提供を実現するために、平成

12 年改正により、特許事務所の法人化が認められた。特許業務法人は、そ

の制度趣旨を踏まえ、社員が二人以上必要とされている（弁理士法第 43

条、第 52 条）。 

 

２．問題の所在 

小規模事務所においては、弁理士が死亡したときの事務所資産の承継や事業

の承継がうまく進まない等の問題が指摘されており、業務承継ルールを確立す

ることが必要ではないかという指摘がある。 

この点に関しては、一人法人制度を導入することにより、個人と事務所の資

産の分離が図られ、他の事務所との合併がしやすくなるため業務の共同化が促

されるとの意見がある。 

他方、特許業務法人には、従たる事務所に社員が常駐する義務が定められて

いないため、このような状況で一人法人を認めれば、社員が業務を把握してい
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ない事務所ができることとなって、顧客への責任ある対応が困難になるという

指摘もある。 

なお、従たる事務所については、全ての士業法人において設置が認められて

いるが、社員の常駐が義務付けられていないのは特許業務法人のみである。 

 

各士業における従たる事務所の設置可否及び常駐義務の有無 

 従たる事務所の設置 社員の常駐義務 

弁理士法 可 無し 

弁護士法 可 ※ 

行政書士法 可 有り 

司法書士法 可 有り 

税理士法 可 有り 

土地家屋調査士法 可 有り 

社会保険労務士法 可 有り 

公認会計士法 可 有り 

※ 主たる事務所については社員の常駐義務有り。ただし、従たる事務所について

は弁護士会が許可したときは当該義務がかからない。 

（出典）事務局調べ 

 

３．対応の方向 

（1）一人法人制度について 

他士業において一人法人が認められているのは、弁護士だけである。 

これは、一人法人制度の導入時（平成 14 年 4 月）、弁護士の約 54%が複

数の弁護士が勤務する法律事務所に所属しており、それらの多くが、一人

の経営弁護士が勤務弁護士を雇用する、いわゆる「親弁型事務所」であっ

たという実態を背景に、このような事務所形態であれば、仮に設立時点に

おいて一人法人であっても、事後的に二人以上の社員の法人へと移行する

可能性が高いと考えられたため、とされている。 
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資格者法人の設立に必要な社員の数 

弁護士法人 弁護士 1 人以上 

行政書士法人 行政書士 2 人以上 

司法書士法人 司法書士 2 人以上 

税理士法人 税理士 2 人以上 

土地家屋調査士法人 土地家屋調査士 2 人以上 

社会保険労務士法人 社会保険労務士 2 人以上 

監査法人 公認会計士 5 人以上 

 （出典）事務局調べ 

 
弁理士についても、平成 18 年度の産業構造審議会弁理士制度小委員会に

おいて、特許業務法人制度の利用を進めるための施策の一つとして、一人

法人制度の導入が検討されたが、「弁理士事務所の約 7割は一人事務所であ

り業務の共同化は進んでおらず、この点で弁護士法人における一人法人制

度の導入とは状況が異なることや、特許業務法人制度導入の本来の趣旨を

踏まえれば、一人法人制度の導入は時期尚早であると考えられる35。」とし

て導入は見送られた。 
この点、平成 24 年調査によれば、特許事務所における全事務所数に占め

る一人事務所数の割合は、平成 24 年時点においても引き続き 7 割程度で推

移しており、平成 18 年度当時と状況に変化は見られない。 

 

全事務所数に占める一人事務所の数の割合 

 平成 14年 平成 16年 平成 18年 平成 20年 平成 22年 平成 24年 

弁理士      72%      71%      69%      68%      68%      68% 

（出典）平成 24 年調査 本編 p128 

 

このような状況にあっては、後述するとおり、まず一人事務所を含む小

規模事務所における事業承継ルール等を整備し、それを効果的に活用する

ことにより、依頼者の信頼を確かなものとすることが重要であると考えら

れる。 

また、一定程度の大規模化を図って総合的なサービスの提供を実現する

                                            
35 産業構造審議会弁理士制度小委員会報告書「弁理士制度の見直しの方向性について」平成 19 年 1月 
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という特許業務法人の制度趣旨に鑑み、一人法人制度の導入に向けては、

まず、弁理士業務の共同化が進まない理由について、例えば、一人事務所

における経営弁理士・事務所員等の業務分担の実態、事業承継に対する経

営弁理士の意識、全事務所数に占める一人事務所数の割合が減少している

弁護士との相違等を分析することが必要である。 

その上で、法人化により事務所の集約が促進されると考えられる場合に

は、弁理士の地域展開促進と従たる事務所における社員駐在の在り方等の

他の論点と合わせ、特許業務法人制度の在り方について引き続き検討する

ことが必要であると考えられる。 

 

（2）小規模事務所の基盤整備について 

一人事務所を含めた小規模な特許事務所等においては、継続的に事業を

行い得る基盤を整備するため、事業継続計画（BCP）の策定や、弁理士が退

職又は死亡した場合の事業承継ルールの確立等が急務である。 
また、提供するサービスを維持、向上させるためには、複数の弁理士・

特許事務所等とネットワークを構築することも重要であると考えられる。 
こうした取組を複合的に実施していくことで、小規模事務所においても

安定したサービスを提供し、地域の「かかりつけ医」としての役割を果た

すという期待に応えていくことが必要であると考えられる。また、そのた

めの日本弁理士会によるルール策定の支援等の取組も重要であると考えら

れる。 
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Ⅲ．弁理士に対するアクセスの改善 

 

１．検討の背景 

平成 12 年法改正の検討時には弁理士が主たる事務所を置いていない地域

（「弁理士ゼロ地域」）が存在しており、弁理士の地域偏在の解消が求められて

いた。現在、弁理士数が増加し、「弁理士ゼロ地域」は解消されたが、地域偏在

の問題が完全に解消されるには至っていない。 

平成 19 年の法改正により、ユーザーの利便性及び弁理士の資質向上の観点か

ら、国及び日本弁理士会が有する弁理士に関する情報を公表するとともに、弁

理士の自発的な情報提供を促すこととした。公表の方法は、日本弁理士会がイ

ンターネット等により一般に公表することとし、同会ホームページ内の「弁理

士ナビ」において、地域別、専門分野別、取扱い業務別に弁理士を検索するこ

とができるシステムを無料で提供している。 

 

２．問題の所在 

地域偏在に関しては、弁理士が地方にいればいい、ということではなく、大

都市の総合力のある大規模事務所へのアクセスを容易にし、全体としてサービ

スの中身を向上させるという視点が必要ではないかという指摘や、中小企業・

地域経済の再生において重要となる地方ブロック中枢都市の弁理士の数が増え

ていないことが問題ではないかという指摘がある。 

また、「弁理士ナビ」により、中小・ベンチャー企業、大学・TLO に対する支

援意思のある弁理士、出張対応可能な弁理士等を簡単に検索することが可能に

はなったが、弁理士の具体的な業務内容について中小企業にも分かるようにし

て欲しいとの指摘や、最先端の技術に対応できる弁理士や、大学では自己実施

しないことを踏まえた対応のできる弁理士が見つからず、産学連携に支障があ

るとの指摘がある。すなわち、依頼者の多様なニーズには完全には応えられて

いない状況にあると言わざるを得ない。 

 

３．対応の方向 

各都道府県に設置された「知財総合支援窓口」において、より一層弁理士の

活用を進めることにより、地域における弁理士を活用しやすい環境を整えるこ

とが適切であると考えられる。 
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日本弁理士会は、中小企業向けセミナーや無料相談会、出願等支援制度など

会が行っている中小企業支援事業の更なる拡充を図るとともに、これらの活動

を通じ、弁理士への中小企業支援マインドの醸成を図ることとしている。また、

減免制度や補助金制度など中小企業への各種支援制度について、現在、会内の

知的財産支援センターや各支部が中心となって取りまとめ・整理しているもの

を、今後は弁理士がこれらの制度により精通し活用するよう、関係機関の担当

者を講師とした研修などの拡充も図ることに取り組むとしている。これらの早

急な具体化がまず必要であると考えられる。 

さらに、日本弁理士会には、上記の指摘を踏まえた「弁理士ナビ」の充実（例

えば、ユーザーが大学等における専門分野、業務実績や、中小企業へのコンサ

ルティング経験を含むより多くの情報から弁理士を絞り込むことが可能となる

ようなシステム整備の推進）、弁理士費用や各種減免制度についての依頼者への

適切な説明などを行うことにより、中小企業が弁理士を通じて知的財産を活用

し易い環境の実現を図る取組を充実・強化することが期待される。 
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第３章 グローバルな強さに貢献するための資質の向上 

 

Ⅰ．弁理士試験の充実 

 

１．検討の背景 

知的財産をめぐる環境の急激な変化を踏まえ、現在弁理士に求められる資質

については、大きく、 

① 企業活動の国際化への対応 

② 実務技能（明細書作成能力等） 

の 2点となっている（平成 24 年調査）。 

このうち、①については、その具体的資質として、③外国語文献読解力、④

外国法令の知識・理解力を試験により考査すべきという意見があった。また、

②については、試験により能力を考査すべきという意見も多かったものの、実

務能力は資格試験で考査するよりも研修において担保することが適切であると

されたことから、平成 19 年法改正（平成 20 年 1 月 1 日施行）において、弁理

士登録前及び登録後の研修を義務化したところである。 

 

２．問題の所在 

(1)短答式筆記試験について 

短答式筆記試験は、計 60 問36出題されているが、科目別の得点は問わず

総合点のみで合否を判定していることから、一部の科目について知識が不

足したまま合格している者がいるのではないかとの意見や、出題数を増加

させてより詳細に判定すべきではないかとの意見がある。 

また、経済のグローバル化を受け、弁理士には、より一層、条約に関す

る知識が求められるとの意見がある。 

 

(2)論文式筆記試験必須科目について 

現行の試験制度において、条約は、短答式筆記試験では必須科目とされ

ているが、論文式筆記試験では単独の必須科目とされておらず、特許法等、

工業所有権法令の範囲内で出題することとされている。条約に規定された

事項のうち弁理士が業務として行う事項については、対応する国内法で担

                                            
36 特許・実用新案 20 問、意匠 10 問、商標 10 問、工業所有権に関する条約 10 問、著作権及び不正競争防止法 10 問 
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保されている37ことから、この整理には合理性があると考えられるが、他

方、経済のグローバル化を受け、弁理士には、より一層、条約に関する知

識が求められているとの意見がある。また、PCT に基づく国際出願やマド

リッド協定議定書に基づく国際登録出願が増えていることから、論文式試

験については条約を単独の試験科目とする必要があるという意見もある。 

 

(3)論文式筆記試験選択科目について 

論文式筆記試験選択科目は、技術又は工業所有権に関する法令以外の法

律に関し、受験者の論理構成力についての素養を考査しているが、現在 35

の選択問題に細分化されており、選択問題間の難易度の調整が困難となっ

ているとの指摘がある。 

 

(4)口述試験について 

口述試験は、全受験者を同一の時刻、試験官、問題で考査することが不

可能であるという点で、公平性に関する大きな問題があるとの指摘がある。 

また、司法試験が口述試験を廃止したこと等を受け、あるいは、多数の

受験者を多数の試験官で公平に考査するため、筆記試験のように回答が明

確な出題が行われていることから、結果として近年の筆記試験の得点と口

述試験の合格率に高い相関がみられる38ことを受け、口述試験自体の必要

性についても検討が必要であるとの指摘がある。 

一方、近年、中小企業等に対するコンサルティング業務等が求められて

いるため、口述試験においてコミュニケーション能力、品位等を考査すべ

きであるとの意見がある。 

また、短答式及び論文式筆記試験に免除制度が導入されている現状にお

いては、仮に口述試験を廃止すると、最終合格年度は論文式選択科目だけ

に合格すればよいという状況も発生し得るため、最終合格年度に工業所有

権法令の知識を最終考査する手段として、口述試験を存置すべきであると

の意見もある。 

 

 

                                            
37 例えば、出題数の多いパリ条約の優先権については特許法第 43 条に、PCT の国内段階については特許法第 184 条の

3以降に、国際段階については特許協力条約に基づく国際出願等に関する法律にそれぞれ規定されている。 
38 近年、口述試験の合格率と論文式必須科目の総得点との相関係数は 0.84～0.92 である（平成 24 年調査 p49）。 
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(5)試験の一部免除制度について 

平成 12 年法改正では、修士・博士論文審査合格者と他の公的資格者等に

対して論文式選択科目の免除を導入した。また、平成 19 年法改正では、知

的財産に関して専門的に学んだ大学院修了者と、弁理士試験の一部科目の

既合格者に対する試験科目の一部免除を導入した。 

これに対して、試験の一部免除制度は不公平であるとの指摘や、弁理士

の量的拡大という所期の目的は達成され、資質向上に転換すべき時期に来

ていることから、免除を廃止するべきとの意見がある。 

 

(6)その他の問題について 

ア．外国語文献及び外国法令について 

平成 24 年調査によれば、外国関連業務を扱う機会が増加した現在の弁

理士にとって、外国語文献読解力の向上及び外国法令に関するより一層

の資質の向上が求められている。 

 

イ．若い人材の参入について 

平成 12 年法改正に基づく新たな弁理士試験は平成 14 年度試験から実

施されており、以降、弁理士の数は増加している。その間、会社員の弁

理士試験合格者数は増加し、弁理士として登録している者のうち企業内

弁理士（インハウス）は、現在約 2千人となっている。また、他資格保

持者の参入も増加し（平成 14 年 78 人→平成 25 年 147 人）、近年では毎

年一定程度の参入が続いている。 

一方、学生や 20 歳代の若い人材の参入は進んでおらず、司法試験、公

認会計士試験と比較しても、弁理士試験については、合格者平均年齢が

高く、学生の割合が低い状況にある39。 

 

３．対応の方向 

(1)短答式筆記試験について 

経済のグローバル化が進んでいる近年の状況においては、条約科目を含

                                            
39 平成 25 年度合格者平均年齢：38.9 歳（司法試験：28.4 歳、公認会計士試験：26.2 歳）。平成 25 年度弁理士試験合

格者職業内訳：会社員 45.9％、特許事務所 29.8％、学生 1.7％。 
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めて弁理士にとって必要な基礎的知識を確認する手段として、科目別合格

基準の導入が適切との意見が多かったことから、これを導入することが適

切と考えられる。 

合格基準の設定や出題数の増加等その他試験運用の詳細については、合

格者に求める能力の水準と受験生（特に若い人材）に与える影響を考慮し

ながら、試験実施主体である工業所有権審議会において検討することが必

要である。 

 

(2)論文式筆記試験必須科目について 

工業所有権法令の範囲内で条約について出題することは、平成 19 年、弁

理士法施行規則において明確化された。これにより、条約単独で出題する

よりも複合的・総合的かつ実務に即した出題が可能となり、より深く受験

者の実際の理解力を考査することができると考えられる。 

したがって、条約を論文式筆記試験の単独の必須科目とするのではなく、

現在の出題の枠組みを維持することが適切であると考えられる。 

一方、近年の弁理士業務における条約の重要性の高まりを踏まえれば、

条約の知識が担保されるように試験を実施することが適切と考えられる。 

具体的には、例えば、条約に関する問題の内容や出題頻度、その周知方

法等（例えば、受験案内等においてその旨を明確に打ち出す）について、

試験実施主体である工業所有権審議会において検討することが必要である。 

 

(3)論文式筆記試験選択科目について 

選択問題間の難易度を揃え試験の公平性を担保するため、選択問題の集

約を図ることが適切と考えられる。 

具体的な集約方法については、受験者に与える影響が大きくならないこ

となどに配慮しつつ、試験実施主体である工業所有権審議会において検討

することが必要である。 

なお、選択問題の集約は科目毎の試験範囲の拡大に繋がるため、受験者

の負担を増加させるとの意見もあることから、具体的な検討に当たっては、

論文式筆記試験選択科目が、各科目の基本的な事項を出題し、受験者の論

理構成力の素養を公平に考査するものであることに十分配慮する必要があ

る。 
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(4)口述試験について 

免除制度など現行の試験制度全体を整理して、現在口述試験で担保して

いる資質を別の試験で確実に担保できるようにするまでは口述試験は存置

するべきではないかという意見があった。 

また、平成 25 年度試験から、口述試験をより適正に実施するため、短答

式筆記試験の合格基準の引き上げ40や論文式筆記試験必須科目の合格基準

の見直し41等が行われ、口述試験不合格者が大きく減少した（平成 24 年度

415 名→平成 25 年度 151 名）ことから、不公平感は解消されつつあるとい

う意見もあった。 

こうした意見を踏まえ、現時点では口述試験を存置し、上述の運用改正

の効果を見極めることが適切であると考えられる。 

なお、コミュニケーション能力、品位等の考査については、職業専門資

格士の資格試験として合格基準を適切に定め、客観的・画一的に判断する

ことが困難であることから、とりわけ口述試験の公平性を懸念する意見が

ある現時点においては、さらに公平感を損なう可能性もあり導入は適切で

ないと考えられる。 

 

(5)試験の一部免除制度について 

免除制度については、多様な人材の参入を促し受験者数の拡大を図ると

いう導入趣旨等に鑑みて導入された。導入後、最終合格率の上昇（平成 20

年 5.9％→平成 25 年 10.5％）、多様な人材の参入（他資格保有者平成 14

年 78 人→平成 25 年 147 人）といった効果が見られる一方で、免除制度利

用者の合格率が低い等の特段の問題は顕在化していない。また、平成 19

年度改正により導入された免除制度については、導入後間もないことから

制度を変更することは時期尚早であるとの意見があることから、引き続き

現行の免除制度を維持しつつ試験を実施し、免除制度を利用した者の合格

者動向を見極めることが適切であると考えられる。 

そして、見極めの結果、免除制度の中に所期の効果を上げていると認め

られないものがある場合には、口述試験の在り方も合わせ、どの試験によ

                                            
40 満点に対して 65%の得点を基準として、論文式筆記試験及び口述試験を適正に行う視点から工業所有権審議会が相

当と認めた得点以上であること。（工業所有権審議会弁理士審査分科会試験部会「試験の具体的実施方法について」平

成 25 年 1月 16 日改正） 
41 標準偏差による調整後の各科目の得点の平均（配点比率を勘案して計算）が、54 点を基準として口述試験を適正に

行う視点から工業所有権審議会が相当と認めた得点以上であること。ただし、47 点未満の得点の科目が一つもないこ

と。（同上） 
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りどのような能力を考査すべきか、という観点から、試験制度の在り方に

ついて総合的な見直しを検討することが適切であると考えられる。 

 

(6)その他の問題について 

ア．外国文献及び外国法令について 

外国文献読解力については、外国語能力そのものが全ての弁理士に一

律に求められるものではなく、語学力は外国代理人とのやりとりで培わ

れるとの意見もあったことから、外国語能力は試験で考査するのではな

く、個々の自己研鑽により習得すべきものとして捉えることが適切であ

ると考えられる。 

また、弁理士にとって、外国法令に関する実務能力の重要性は非常に

高いが、出題範囲が広範囲に過ぎ、受験者に過度なハードルを課すこと

となるため、試験で考査することは適当でないと考えられる。必要な外

国法令は個々の弁理士の専門分野によって異なることもあり、その資質

の向上は、引き続き必要な研修を受講することにより担保することが適

切であると考えられる。 

 

イ．若い人材の参入について 

小委員会では、弁理士になるためのキャリアパスとして企業の技術開

発部門等を経験した後に資格を取ることが重要との意見があった一方

で、若いうちに資格を取って実務等について経験を積むことが重要との

意見や、日本の知的財産に関する取組を今後リードする若い世代の参入

を促すべきとの意見があった。 

現時点では、受験者数の減少や受験者の平均年齢が上昇していること

に留意し、中期的な課題として、若く有為な人材の参入を図る方策を検

討することが必要であると考えられる。 
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Ⅱ．実践的な研修を含めた研修の多様化 

 

１．検討の背景 

平成 19 年改正により、弁理士登録前の実務修習及び既登録者の継続研修が義

務化された。平成 24 年調査によれば、研修制度導入後の弁理士の能力について、

変化がないとする回答が比較的多かった。また、研修制度を見直す方向性とし

て、①企業活動の国際化に対応できる人材の育成や、②実務技能に優れた人材

の育成を指摘する声が多く、その具体的な手段としては、(a)実務研修等の OJT

を義務付ける、(b)中級者・上級者向けの明細書作成等の実務研修を義務付ける、

といった意見があった。 

 

２．問題の所在 

（1）研修の内容面について 

企業のグローバル活動をサポートできる能力、権利活用まで見据えた明

細書を作成できる能力、知的財産マネジメントまで含めて中小企業を支援

できる能力を担保するような研修が必要ではないかとの指摘がある。 

 

（2）研修の実施面について 

実務修習、継続研修の実施主体である日本弁理士会（実務研修は経済産

業大臣から指定を受けて実施）からは、様々なニーズに的確に対応した研

修を実施するためには、研修の運用等について以下の点を見直して欲しい

との要望がなされている42。 

 

ア．実務修習 

（ア）新人弁理士の実務能力を向上するため、実務修習の課目免除制度

の見直し又は廃止 

（イ）実務修習において多様な講師人材を確保するため、講師になるた

めに必要な実務経験年数の制限の緩和43 

                                            
42 第 2 回弁理士制度小委員会における日本弁理士会提出資料「弁理士制度の見直しについて」（平成 25 年 9月）p.11, 

12 
43 具体的には、特許庁の審査・審判経験を、弁理士法第 16 条の 2第 2項第 3号に規定する「弁理士であって、その実

務に通算して七年以上従事した経験を有するものであること」に算入可能とする。 
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（ウ）修了判定基準の適切化、必要単位数の増加・起案演習科目の増加

等の検討、及び研修期間・時期の弾力化といった実務修習の運用の

改善 

 

イ．継続研修 

（ア）事務負担を軽減するため、継続研修の研修計画の簡素化又は廃止 

（イ）多種多様な方法で資質の向上を図るため、継続研修の「みなし単

位認定」の制限の緩和 

 

３．対応の方向 

（1）研修の内容面について 

明細書作成等の実務能力のうち基礎的な能力については、実務修習によ

りこれを担保することが適切であるが、新人弁理士は社会人が大部分であ

ることから、受講が過度の負担とならない期間・回数にて行うことにも配

慮する必要がある。この点、なお不足する OJT の経験等については、日本

弁理士会が実施している新人研修や「弁理士育成塾」44などの取組により

担保することが適切であると考えられる。 

一方、継続研修については、研修の実施主体である日本弁理士会から、

①グローバル対応のため外国の法律や運用等に関する研修を拡充すること、

②地域・中小企業対応のため減免制度や補助金制度などの中小企業支援制

度に関する研修を拡充すること、③実務能力の向上のため明細書作成など

のより実践的な研修やベテラン弁理士による OJT などの機会を増加させる

こと、などが提案されている45。 

これらを踏まえて、専門技術分野の能力、中小企業等のニーズを満たす

ための多角的な能力の修得、及び外国制度の知識と実務経験・コミュニケ

ーション能力の向上については、日本弁理士会が既に行っている継続研修

の研修内容を拡充46し、模擬裁判（審判の口頭審理等含む。）などの座学で

                                            
44 明細書作成機会の少ない若手弁理士を実務段階へ円滑に誘導するための明細書作成に特化した演習指導型研修。東

京・大阪において平成 25 年 11 月より実施。ベテラン指導者の指導のもとで、優れた技やノウハウを伝承し、短期に

「明細書が書ける」弁理士を育成することを目的としている。 
45 第 3回弁理士制度小委員会における日本弁理士会提出資料「弁理士への期待に対する日本弁理士会の考え方」（平成

25 年 10 月） 
46 継続研修では、すでに先端イノベーション分野における科目、海外の制度・運用に関する科目、及び中小・ベンチ

ャー企業向けサービスに関する科目等が設定されている。第 2回弁理士制度小委員会における日本弁理士会提出資料

「研修の現状」p13 
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はない実践的な手法の導入や OJT の強化などにより担保することが適切で

あると考えられる。その際、①実践的な研修を弁理士が受講したことをク

ライアントが弁理士を選ぶ判断材料の一つとできるよう“見える化”する

こと、②こうした実践的な研修を一人事務所等の小規模事務所に所属する

弁理士が受講できるよう日本弁理士会が支援すること、③実際にどのよう

な研修が行われどのような効果があったのかなどについてフォローアップ

することが適切であると考えられる。 

 

（2）研修の実施面について 

実務修習に関する日本弁理士会の要望については、経済産業大臣が研修

の実施主体であることから、それぞれ、（ア）については、課目免除を受け

た者に特段の問題があったとの指摘がないこと、（イ）については、一定の

能力を有する弁理士になるために要する期間について尋ねたアンケート調

査結果47を踏まえたものであること、（ウ）については、産業界からの要望

にも合致する取組であることを踏まえ、特許庁において必要な検討を行う

ことが適切であると考えられる。 

一方、継続研修に関する日本弁理士会の要望については、弁理士に対す

る様々なニーズに的確に対応するには、継続研修の実施主体である会自ら

がこれらのニーズに機動的に対応できるよう、その自主的な取組を推進す

ることが有効であると考えられることから、継続研修が効果的に行われる

ことが確保できる範囲内において、日本弁理士会の自治に委ねることが適

切であると考えられる。 

 

（3）日本弁理士会による自主的な取組 

実務修習や継続研修の枠組み以外でも、日本弁理士会は、専権業務に係

る実務能力の向上のため、明細書作成に特化した長期研修（「弁理士育成

塾」）の充実、海外弁理士団体との連携による海外知財制度の最新情報提供

などに取り組むとしている48。 

したがって、弁理士に対する多様なニーズに応えられるよう、日本弁理

士会において各ニーズに対応した研修や自主的な取組の充実を図ることが

                                            
47 「弁理士業務の実態及び意識の追加調査」（平成 11 年 2月日本弁理士会）によれば、7.1 年となっており、現在の

弁理士法の規定（弁理士としての実務経験年数 7 年）は、これを踏まえたものである。 
48 第 2 回弁理士制度小委員会における日本弁理士会提出資料「弁理士制度の見直しについて」（平成 25 年 9月）p10 
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適切であると考えられる。また、実際にどのような取組が行われ、どのよ

うな効果があったのかなどについてフォローアップすることが適切である

と考えられる。 
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おわりに 

 

今般の弁理士制度見直しの議論は、平成 22 年度の特許庁産業財産権制度

問題調査研究（NRI サイバーパテント株式会社：委員会全 4 回）から開始さ

れ、平成 24 年度の同調査研究（一般財団法人知的財産研究所：委員会全 6

回）を経て、平成 25 年 8 月に特許庁において本小委員会を立ち上げて審議

を重ねてきた。 

本報告は、これらの研究などを踏まえた弁理士制度見直しの検討の結果と

して位置付けられるものである。本報告の内容は、本小委員会の委員をはじ

め、3 年以上の期間に渡って多くの方々から意見・要望を頂きながら検討を

重ねてきた結論であり、そうした経緯からも十分に尊重されるべきものであ

ると考えられる。 

 

弁理士法は、旧法（大正 10 年法）から全て政府提案の法律として制定・

改正されてきた唯一の士業法である。 

まず、特許庁においては、これまでの改正と同様に、本報告を踏まえて速

やかに弁理士制度を改善していくことが求められる。 

 

また、今般の検討では、弁理士が多様なユーザーニーズに応えていくため

には、法令改正のみならず、弁理士及び日本弁理士会による自主的な取組が

強化されることが重要であるとの意見が多くあった。日本弁理士会には、例

えば研修制度による弁理士の実務能力の向上、処分制度による不適切な弁理

士への対処等について、これまで以上の自主的な行動が求められる。 

とりわけ、今後、弁理士の使命の明確化等に伴って、弁理士及び日本弁理

士会の自主的な取組が一層進むことが期待される。また実際に、弁理士の使

命の明確化等が行われた後には、弁理士及び日本弁理士会によって経済社

会・ユーザーの期待に応える成果がもたらされるよう、日本弁理士会には具

体的な行動とその結果の説明が求められるであろう。 

 

社会・ユーザーニーズは刻々と変化している。弁理士及び弁理士制度が引

き続き経済及び産業の発展に資するには、今後とも時宜にかなった制度の見

直しが必要であると考えられる。 

今般の制度見直しで議論した事項の中には、必要性等について、現時点で

は委員の意見が一致しないものもあった。このような事項も含め、今後とも
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不断の見直しを通じ、日本弁理士会をはじめとした関係者が絶えず問題意識

を共有しながら、議論を進め、具体的な行動をとっていくことが何よりも不

可欠であると考えられる。
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別 添 

  

Ⅱ．平成 19 年法改正の附則及び附帯決議 

 

附則第 6 条 

政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新法の施行の状況

を勘案し、必要があると認めるときは、新法の規定について検討を加え、その

結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

参議院経済産業委員会 附帯決議 平成 19 年 4 月 10 日 

近年、産業の国際競争が激化し、知的財産の戦略的な創造・保護・活用の必

要性が高まる中で、弁理士の果たす役割が一層重要になっていること及び弁理

士に対する社会的信頼を更に高める必要があることに鑑み、政府は、本法施行

に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 登録前実務修習については、弁理士が知的財産専門職として業務を遂行し

得るようにするため、その導入に当たっては、実務能力や倫理観という弁理

士に必要な資質を十分担保できるよう、そのカリキュラム及び受講時間を決

定するとともに、この実務修習の趣旨が弁理士制度に徹底するよう努めるこ

と。また、弁理士試験の一部免除により弁理士になる者の資質が低下しない

よう十分配慮するとともに、その国際的資質を更に向上させるよう工業所有

権に関する条約が論文試験の出題範囲に含まれることを明確にする措置を検

討すること。 

二 弁理士の名義貸しの禁止については、かかる事態が生じないようにするた

め、補助員の業務に関するガイドラインを整備するなどして法の名義貸し禁

止規定が適正に運用されるようにすること。 

三 特定侵害訴訟代理制度における弁理士の受任等の在り方を含めた弁理士の

積極的活用について、訴訟代理の状況や利用者のニーズを踏まえつつ、引き

続き検討すること。また、弁理士の一人法人制度の導入その他の残された課

題を含め、弁理士制度の在り方について、知的財産をめぐる国内外の動向や

利用者のニーズ等を踏まえ、幅広い観点から更に検討を行うこと。 

四 大企業のみならず中小企業においても知的財産権の積極的な取得や活用を

促進するため、大都市圏以外の地域においても弁理士の知的財産専門サービ

スを十分受けられるようにするため、日本弁理士会等と連携を図り、必要な

措置を講ずること。 
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衆議院経済産業委員会 附帯決議 平成 19 年 6 月 8 日 

政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 弁理士に期待される社会的役割が増大する中で、弁理士を含めた知的財産

人材の育成に努めるため、公的支援も考慮しつつ、必要な措置を講じること。

また、登録前実務修習については、弁理士に必要な能力を担保できるものと

するよう十分措置するとともに、日本弁理士会が行う定期的義務研修につい

ては、弁理士の不断の自己研鑽を促し、弁理士の資質の維持・強化に資する

よう、適切な制度設計を行うこと。 

二 弁理士試験の一部免除について、受験者の負担軽減が弁理士の資質の低下

を招くことのないよう十分配慮すること。また、海外での知的財産権の戦略

的な取得及び活用が重要となっている現状にかんがみ、弁理士の国際的資質

を確保するよう、工業所有権に関する条約が論文試験の出題範囲に含まれる

ことを明確にするための措置を検討すること。 

三 弁理士への信頼性を確保するため、弁理士の名義貸し禁止規定の趣旨が徹

底されるよう、弁理士の補助員の業務に関するガイドラインを整備するなど

の措置を講じること。併せて、弁理士に対する経済産業大臣による懲戒や日

本弁理士会による処分についても、それぞれの措置の運用基準を整備するこ

と。 

四 特定侵害訴訟制度における弁理士の受任等の在り方を含めた弁理士の積極

的活用については、訴訟代理の状況や利用者のニーズを踏まえつつ、引き続

き検討を進めること。 

五 地域において知的財産制度の積極的な活用を促進するよう、弁理士に関す

る情報の提供を含め、地域ブランドや地域資源の活用による地域・中小企業

の活性化などの各種の取り組みに、弁理士が積極的に関与しうるための施策

の実現を図ること。 
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Ⅲ．知的財産政策ビジョン及び知的財産推進計画 2013（抄） 

 

知的財産政策ビジョン（平成 25 年 6 月 7 日知的財産戦略本部）（抄） 

知的財産推進計画 2013（平成 25 年 6 月 25 日知的財産戦略本部）（抄） 

（在外における現地サポート体制の強化） 

○ 市場としての重要性がますます高くなるアジア新興国に関しては、各国の

知的財産制度の運用の改善の働きかけ、模倣品被害の実態把握に努めるとと

もに、現地での知財エンフォースメント支援や日本ブランド推進関連支援を

一層充実させるため、弁理士や企業 OB などの活用も視野に入れ、大使館や

ジェトロなどの在外における支援の体制や取組の強化を図る。（短期・中期）

（経済産業省、外務省） 

（弁理士制度の見直し） 

○ 中小企業の知財活動を総合的に支援する能力の確保やグローバル対応能

力の確保の観点から、弁理士の資質のより一層の向上を図るため、弁理士試

験制度や研修制度を含む弁理士制度の見直しを行う。（短期）（経済産業省） 

 （中小・ベンチャー企業の総合的支援体制の充実） 

○ 知財総合支援窓口において、弁理士、弁護士、企業 OB を含む専門家、海

外知的財産プロデューサーを一層活用し、アジアを含む海外知財情報を提供

できる体制を整備する。（短期）（経済産業省） 

（知財人材によるコンサルティングを促進するための環境整備） 

○ 中小・ベンチャー企業の知財マネジメントを経営の視点も含め総合的に支

援するためのネットワークを構築すべく、研修の場などを通じて、弁理士と

中小企業診断士との連携を強化する。（短期・中期）（経済産業省） 

 海外における知財活動支援（アジア新興国などにおける知財権に基づくエン

フォースメントなどの支援体制の強化） 

○ 市場としての重要性がますます高くなるアジア新興国に関しては、企業 OB

や弁理士を含む知財人財を活用して現地大使館やジェトロなど在外におけ

る支援の体制や取組を強化し、各国の知的財産制度の適切な運用に向けた働

きかけ、模倣品被害の実態把握に努めるとともに、現地での日本企業のエン

フォースメントや日本ブランド推進を含めた知的財産活動の支援を一層充

実させる。（経済産業省、外務省） 

 世界を舞台に活躍できるグローバル知財人財の育成 

○ グローバル競争時代における企業の事業活動に資する弁理士を始めとし

た専門家の育成・確保を図る。 



 

  

Ⅳ．平成 24 年度特許庁産業財産権制度問題調査研究「今後の弁理士制度の在り方

に関する調査研究報告書」（一般財団法人知的財産研究所）のアンケート結果概

要について 

 
1.調査研究の概要 

 本調査研究は、平成 24 年度特許庁産業財産権制度問題調査研究事業として、

一般財団法人知的財産研究所に委託して行ったものであり、アンケート調査、ヒ

アリング調査、海外調査及び委員会を開催し、報告書として取りまとめたもの。

以下、アンケート調査の一部を示す。 

 

2.アンケートの趣旨 

平成 19 年の弁理士法改正から 5 年を経過することに加え、近年の知的財産を

取り巻く情勢の変化により、弁理士のグローバルな観点での活動や中小企業など

を中心として、企業の事業・経営戦略にまで踏み込んだ活動がいっそう望まれる

ようになってきていることを踏まえ、我が国の弁理士制度の実態と問題点を把握

することを目的として行った。 

 

3.アンケートの送付先 

①登録弁理士 9,510 名、②日本知的財産協会（JIPA）の正会員企業 906 社、及

び③中小企業 592 社にアンケートを送付した。また、日本知的財産協会の正会員

企業、中小企業、都道府県の中小企業への知財支援窓口、特許事務所等 22 か所

にヒアリング調査を実施した。 

 

※中小企業 592 社： 

 ①中小企業庁発行「元気なモノ作り中小企業 2009 年度」の対象企業（300 社） 

 ②特許庁発行「知財で元気な中小企業 2007」の対象企業（110 社） 

   ※①と②の重複した企業を除く 

③出願件数上位の中小企業（196 社） 

※ 2008 年に公開された特許・意匠・商標データを用いて集計 

  ④上記①～③について日本知的財産協会の正会員企業と重複する企業を除く 

 

（回収率） 

 

 
4.アンケート結果の概要 

次ページ以降のとおり。

 弁理士 JIPA 中小企業 

配布数 9,510 906 592 

回収数 2,637 426 123 

回収率 27.7% 47.0% 20.8% 



 

  

（弁理士向けアンケート） 

問 過去 3年間の業務の中で、下記イ、ロ、ハの業務に関する作業量（時間）

の割合はどの程度ですか。下記(1)～(3)について最も当てはまると思われる

割合を選んでください。 

イ． 日本の特許庁への出願・中間処理（拒絶査定不服審判等を含む）の手続

の代理等（弁理士法第 4条第 1項業務） 

ロ． 外国の官庁等への出願・中間処理（拒絶査定不服審判等を含む）の資料

の作成等（弁理士法第 4条第 3項業務） 

ハ． 上記以外の業務 

 

(1)弁理士としての全作業量（時間）のうち、 

イ ロ ハ イ ロ ハ
1 0% 137 354 452 5.2% 13.4% 17.1%
2 ～1% 17 67 121 0.6% 2.5% 4.6%
3 ～2% 14 64 86 0.5% 2.4% 3.3%
4 ～5% 50 201 279 1.9% 7.6% 10.6%
5 ～10% 107 351 362 4.1% 13.3% 13.7%
6 ～25% 280 815 488 10.6% 30.9% 18.5%
7 ～50% 713 497 234 27.0% 18.8% 8.9%
8 ～75% 856 87 114 32.5% 3.3% 4.3%
9 ～100% 414 11 154 15.7% 0.4% 5.8%

無回答 58 197 355 2.2% 7.5% 13.5%
2,637 2,637 2,637

件数 割合

回答者数   
(2)イ．の作業量（時間）のうち、 

特実 意匠 商標 特実 意匠 商標
1 0% 181 985 884 6.9% 37.4% 33.5%
2 ～1% 11 169 134 0.4% 6.4% 5.1%
3 ～2% 4 139 106 0.2% 5.3% 4.0%
4 ～5% 16 253 176 0.6% 9.6% 6.7%
5 ～10% 36 189 206 1.4% 7.2% 7.8%
6 ～25% 50 171 285 1.9% 6.5% 10.8%
7 ～50% 133 18 87 5.0% 0.7% 3.3%
8 ～75% 466 8 54 17.7% 0.3% 2.0%
9 ～100% 1,588 20 109 60.2% 0.8% 4.1%

無回答 156 690 601 5.9% 26.2% 22.8%
2,637 2,637 2,637

件数 割合

回答者数
 

(3)ロ．の作業量（時間）のうち、 

特実 意匠 商標 特実 意匠 商標
1 0% 349 1,289 1,107 13.2% 48.9% 42.0%
2 ～1% 20 109 95 0.8% 4.1% 3.6%
3 ～2% 9 72 62 0.3% 2.7% 2.4%
4 ～5% 23 117 113 0.9% 4.4% 4.3%
5 ～10% 15 88 114 0.6% 3.3% 4.3%
6 ～25% 53 72 149 2.0% 2.7% 5.7%
7 ～50% 87 18 70 3.3% 0.7% 2.7%
8 ～75% 238 11 61 9.0% 0.4% 2.3%
9 ～100% 1,576 21 112 59.8% 0.8% 4.2%

無回答 269 842 757 10.2% 31.9% 28.7%
2,637 2,637 2,637

割合

回答者数

件数

 
 



 

  

（企業向けアンケート） 

問 弁理士に依頼した特許庁への出願手続等の代理について、弁理士に対する

評価を教えてください。 

 

件数 割合 件数 割合
1 依頼していない 22 5.2% 18 14.6%
2 期待したとおりの代理をしてもらえた 225 52.8% 87 70.7%
3 期待したとおりの代理をしてもらえなかった 71 16.7% 11 8.9%
4 複数の弁理士に依頼したが、その能力にばらつきが大きい 181 42.5% 14 11.4%

無回答 2 0.5% 2 1.6%
426 123

知財協 中小企業

回答者数

 
 

（企業向けアンケート） 

問 「3.期待したとおりの代理をしてもらえなかった」→(1)回答の理由を 3

つ以内で選び、番号に○を付けてください。 

 

件数 割合 件数 割合
11 発明に関する技術的な知識や理解が不足している 53 74.6% 1 9.1%
12 法律や審査基準等の知識や理解が不足している 8 11.3% 1 9.1%
13 明細書の作成能力が不足している 51 71.8% 6 54.5%
14 意匠登録に関する専門的な知識や理解が不足している 3 4.2% 0 0.0%
15 商標登録に関する専門的な知識や理解が不足している 0 0.0% 2 18.2%
16 出願から権利取得までの手続（中間処理等）に関する知識や理解が不

足している
8 11.3% 3 27.3%

17 依頼した弁理士が得意にしている工業所有権の分野（特実・意・商）が
偏っている

8 11.3% 1 9.1%

18 その他 8 11.3% 1 9.1%
無回答 0 0.0% 0 0.0%

71 11回答者数

知財協 中小企業



 

  

（企業向けアンケート） 

問 弁理士に依頼した外国出願関連業務（資料・翻訳文作成、外国の代理人へ

の媒介、これらに関する相談）について、弁理士に対する評価を教えてくだ

さい。 

 

件数 割合 件数 割合
1 依頼していない 49 11.5% 49 39.8%
2 期待したとおりの業務を行ってもらえた 223 52.3% 65 52.8%
3 期待したとおりの業務を行ってもらえなかった 77 18.1% 4 3.3%
4 複数の弁理士に依頼したが、その能力にばらつきが大きい 139 32.6% 6 4.9%

無回答 0 0.0% 2 1.6%
426 123

知財協 中小企業

回答者数

 
 

（企業向けアンケート） 

問 「2.期待したとおりの業務を行ってもらえた」→(1)回答の理由を 3 つ以

内で選び、番号に○を付けてください。 

 

件数 割合 件数 割合
11 期待したとおりの資料や翻訳文の作成をしてもらえた 136 61.0% 36 55.4%
12 期待したとおりの外国の代理人への媒介をしてもらえた 146 65.5% 36 55.4%
13 期待したとおりの相談ができた 78 35.0% 22 33.8%
14 その他 3 1.3% 0 0.0%

無回答 17 7.6% 6 9.2%
223 65

知財協 中小企業

回答者数

 
 

（企業向けアンケート） 

問 「3.期待したとおりの業務を行ってもらえなかった」→(2)回答の理由を 3

つ以内で選び、番号に○を付けてください。 

 

件数 割合 件数 割合
21 外国の法律や審査基準等の知識や理解が不足している 31 40.3% 2 50.0%
22 条約の知識や理解が不足している 2 2.6% 0 0.0%
23 資料や翻訳文の作成能力が不足している 26 33.8% 0 0.0%
24 外国の代理人に関する知識や外国の代理人との意思疎通能力が不足 25 32.5% 1 25.0%
25 外国の代理人からの連絡を取り次ぐだけで、弁理士としての助言などが

ない
38 49.4% 1 25.0%

26 その他 5 6.5% 1 25.0%
無回答 1 1.3% 0 0.0%

77 4

中小企業知財協

回答者数

 
 

 

 

 

 



 

  

（企業向けアンケート） 

問 弁理士に依頼した業務に関して問題はありましたか。 

 

件数 割合 件数 割合
1 特に問題はなかった 280 65.6% 97 78.9%
2 問題があった 140 32.8% 20 16.3%

無回答 7 1.6% 6 4.9%
427 123

知財協 中小企業

回答者数

 
 

（企業向けアンケート） 

問 「2.問題があった」→(1)どのような点に問題がありましたか。当てはま

ると思われるものをすべて選び、番号に〇を付けてください。 

 

件数 割合 件数 割合
11 依頼者の意見を踏まえた手続等をしない 35 25.0% 6 30.0%
12 依頼者への確認をしないで手続等をすすめる 27 19.3% 0 0.0%
13 最初に、料金の明確な説明がない 17 12.1% 4 20.0%
14 請求された料金の積算根拠が明らかでない 29 20.7% 3 15.0%
15 弁理士の補助者 に業務を任せすぎている 59 42.1% 10 50.0%
16 広告、宣伝又は勧誘の方法が適切ではない 3 2.1% 0 0.0%
17 その他 41 29.3% 3 15.0%

無回答 3 2.1% 2 10.0%
140 20

知財協 中小企業

回答者数

 
 

（企業向けアンケート） 

問 ある特許出願に関する発明発掘、権利化、ライセンス交渉、訴訟等の各段

階の担当者について、最も当てはまると思われるものを1つ選んでください。 

件数 割合 件数 割合
1 同一の社内人材が全段階を担当し、同一の外部弁理士が全段階を支援

する
43 10.1% 47 38.2%

2 同一の社内人材が全段階を担当し、同一の外部弁理士が部分的に支
援する

79 18.5% 22 17.9%

3 同一の社内人材が全段階を担当し、複数の異なる外部弁理士が部分的
に支援する

47 11.0% 11 8.9%

4 同一の社内人材が全段階を担当し、外部弁理士には依頼していない 11 2.6% 2 1.6%
5 複数の異なる社内人材が各段階を担当し、同一の外部弁理士が全段階

を支援する
15 3.5% 7 5.7%

6 複数の異なる社内人材が各段階を担当し、同一の外部弁理士が部分的
に支援する

75 17.6% 6 4.9%

7 複数の異なる社内人材が各段階を担当し、複数の異なる外部弁理士が
部分的に支援する

119 27.9% 10 8.1%

8 複数の異なる社内人材が各段階を担当し、外部弁理士には依頼してい
ない

23 5.4% 6 4.9%

9 その他 3 0.7% 2 1.6%
10 わからない 9 2.1% 8 6.5%

無回答 4 0.9% 2 1.6%
426 123

知財協 中小企業

回答者数

 
 



 

  

（共通アンケート） 

問 弁理士制度全般の見直しについて、最も当てはまると思われるものを 3つ

以内で選んでください。 

 

件数 割合 件数 割合 件数 割合
1 見直す必要はない 102 23.9% 31 25.2% 139 5.3%
2 企業活動の国際化への対応の観点で見直すべき 185 43.4% 42 34.1% 1,116 42.3%
3 発明等の発掘から活用まで一貫した知財管理への対応の観点で見直す

べき
58 13.6% 24 19.5% 620 23.5%

4 技術・デザイン・ブランド等を含めた総合的な知財管理への対応の観点
で見直すべき

53 12.4% 23 18.7% 493 18.7%

5 技術の高度化・複合化への対応の観点で見直すべき 93 21.8% 33 26.8% 393 14.9%
6 工業所有権法の周辺法分野への対応の観点で見直すべき 37 8.7% 12 9.8% 361 13.7%
7 試験や研修等による弁理士の質の担保の観点で見直すべき 138 32.4% 13 10.6% 970 36.8%
8 弁理士の数の適正化の観点で見直すべき 61 14.3% 8 6.5% 1,433 54.3%
9 弁理士の業務範囲の拡大の観点で見直すべき 39 9.2% 14 11.4% 739 28.0%
10 その他 17 4.0% 12 9.8% 68 2.6%

無回答 4 0.9% 2 1.6% 20 0.8%
426 123 2,637

知財協 中小企業

回答者数

弁理士

 
 

 

（共通アンケート） 

問 日本の弁理士を通じて外国出願、権利取得を行う場合、日本の弁理士に何

を求めますか。下記選択肢の中から最も当てはまると思われるものを 3つ以

内で選び、番号に〇を付けてください。 

 

件数 割合 件数 割合 件数 割合
1 現地代理人との意思疎通能力 296 69.5% 67 54.5% 1,984 75.2%
2 現地の代理人事情の詳しさ 81 19.0% 29 23.6% 352 13.3%
3 外国特許法や実務に関する知識 230 54.0% 54 43.9% 1,732 65.7%
4 外国法制度に適した実務管理能力（例えば、拒絶理由に対する期限管

理）
83 19.5% 24 19.5%

497 18.8%
5 外国特許庁から拒絶理由通知等を受けたときの対処方法に関するアド

バイス
232 54.5% 47 38.2% 1,328 50.4%

6 出願や、拒絶に対する応答のドラフト（草稿）の作成能力 116 27.2% 33 26.8% 844 32.0%
7 明細書や書類の翻訳の正確性 100 23.5% 24 19.5% 587 22.3%
8 特に期待していない 12 2.8% 5 4.1% 37 1.4%
9 その他 5 1.2% 3 2.4% 31 1.2%

無回答 1 0.2% 6 4.9% 17 0.6%

426 123 2,637回答者数

知財協 中小企業 弁理士

 
 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

（企業向けアンケート） 

問 平成 20 年以降の試験合格者には、弁理士登録する際に弁理士となるのに

必要な技能及び高等の専門的応用能力を修得させることを目的とする実務

修習の受講が義務付けられました。平成 20 年以降に試験合格した弁理士に

業務を依頼したことがありますか。 

 

件数 割合 件数 割合
1 依頼したことがある　→問１５－１に進んでください 101 23.7% 4 3.3%
2 依頼したことはない 192 45.0% 92 74.8%
3 わからない（業務を依頼した弁理士が平成２０年以降の合格者であるか

不明である）
127 29.7% 23 18.7%

無回答 7 1.6% 4 3.3%
427 123回答者数

知財協 中小企業

 
 

 

（企業向けアンケート） 

問 平成 20 年以降に試験合格し、弁理士登録した弁理士の能力についてどの

ように思われますか。下記選択肢の中から最も当てはまると思われるものを

１つ選んでください。 

 

件数 割合 件数 割合
1 以前と比べて能力が向上していると感じる 7 6.9% 0 0.0%
2 以前と比べて能力に変化はない 43 42.6% 2 50.0%
3 以前と比べて能力が低下していると感じる 17 16.8% 0 0.0%
4 その他 9 8.9% 0 0.0%
5 わからない 25 24.8% 2 50.0%

無回答 0 0.0% 0 0.0%
101 4

知財協 中小企業

回答者数  
 

 

（企業向けアンケート） 

問 「1.以前と比べて能力が向上していると感じる」→(1)どのような面でそ

う感じますか。1つ選び、番号に○を付けてください。 

 

件数 割合 件数 割合
11 実務能力（明細書の作成能力等） 3 42.9% 0 0.0%
12 工業所有権に関する法令の知識や理解 3 42.9% 0 0.0%
13 工業所有権に関する条約の知識や理解 0 0.0% 0 0.0%
14 工業所有権に関する法令・条約以外の法令・条約の知識や理解 0 0.0% 0 0.0%
15 その他 1 14.3% 0 0.0%

無回答 0 0.0% 0 0.0%
7 0

知財協 中小企業

回答者数  
 

 

 



 

  

（企業向けアンケート） 

問 「3.以前と比べて能力が低下していると感じる」→(2)どのような面でそ

う感じますか。1つ選び、番号に○を付けてください。 

 

件数 割合 件数 割合
21 実務能力（明細書の作成能力等） 13 76.5% 0 0.0%
22 工業所有権に関する法令の知識や理解 3 17.6% 0 0.0%
23 工業所有権に関する条約の知識や理解 2 11.8% 0 0.0%
24 工業所有権に関する法令・条約以外の法令・条約の知識や理解 0 0.0% 0 0.0%
25 その他 0 0.0% 0 0.0%

無回答 0 0.0% 0 0.0%
17 0

中小企業

回答者数

知財協

 
 

 

（企業向けアンケート） 

問 平成 20 年以降、弁理士には、社会の様々な変化に対応できるように持続

的に弁理士の能力を向上させる目的で、ユーザから信頼され続ける弁理士を

養成することを目的とする継続研修の受講が義務付けられました。近年の弁

理士（平成 20 年以降の合格者であるか否かにかかわらず）の能力について

どのように思われますか。下記選択肢の中から最も当てはまると思われるも

のを 1つ選び、番号に〇を付けてください。 

 

件数 割合 件数 割合
1 以前と比べて能力が向上していると感じる 39 9.1% 7 5.7%
2 以前と比べて能力に変化はない 140 32.8% 19 15.4%
3 以前と比べて能力が低下していると感じる 46 10.8% 4 3.3%
4 平成２０年以降、弁理士に業務を依頼したことがないので、判断できない 18 4.2% 8 6.5%
5 その他 14 3.3% 4 3.3%
6 わからない 169 39.6% 78 63.4%

無回答 1 0.2% 3 2.4%
427 123

知財協 中小企業

回答者数  
 

 

（企業向けアンケート） 

問 「1.以前と比べて能力が向上していると感じる」→(1)どのような面でそ

う感じますか。1つ選び、番号に○を付けてください。 

 

件数 割合 件数 割合
11 実務能力（明細書の作成能力等） 15 38.5% 3 42.9%
12 工業所有権に関する法令の知識や理解 12 30.8% 2 28.6%
13 工業所有権に関する条約の知識や理解 0 0.0% 0 0.0%
14 工業所有権に関する法令・条約以外の法令・条約の知識や理解 9 23.1% 1 14.3%
15 その他 3 7.7% 0 0.0%

無回答 0 0.0% 1 14.3%
39 7回答者数

知財協 中小企業

 
 



 

  

 

（企業向けアンケート） 

問 「3.以前と比べて能力が低下していると感じる」→(2)どのような面でそ

う感じますか。1つ選び、番号に○を付けてください。 

 

件数 割合 件数 割合
21 実務能力（明細書の作成能力等） 35 76.1% 3 75.0%
22 工業所有権に関する法令の知識や理解 3 6.5% 0 0.0%
23 工業所有権に関する条約の知識や理解 2 4.3% 1 25.0%
24 工業所有権に関する法令・条約以外の法令・条約の知識や理解 4 8.7% 0 0.0%
25 その他 4 8.7% 0 0.0%

無回答 0 0.0% 0 0.0%
46 4

中小企業

回答者数

知財協

 
 

 

（企業向けアンケート） 

問 貴社の社員が弁理士試験に合格したことや弁理士登録していることにつ

いて、貴社内ではどのように評価されますか。下記選択肢の中から当てはま

ると思われるものを全て選び、番号に○を付けてください。なお、貴社の社

員に弁理士試験に合格した者や弁理士がいない場合には、貴社の社員が弁理

士試験に合格した場合のことを想定して、回答してください。 

 

件数 割合 件数 割合
1 弁理士試験に合格したことは肯定的に評価される 225 52.8% 48 39.0%
2 弁理士試験に合格した後、弁理士として登録していることは肯定的に評

価される
109 25.6% 25 20.3%

3 弁理士試験の合格や弁理士登録は個人の評価には影響しないが、組
織としてそのような知財人材が増えることは肯定的に評価される

125 29.3% 18 14.6%

4 弁理士試験の合格や弁理士登録は社内での評価に影響しない 68 16.0% 8 6.5%
5 その他 8 1.9% 6 4.9%
6 わからない 42 9.9% 41 33.3%

無回答 1 0.2% 2 1.6%
426 123

知財協 中小企業

回答者数  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

（企業向けアンケート） 

問 弁理士の専門分野（特許／意匠／商標等）の特化についてどう思われます

か。下記選択肢の中から最も当てはまると思われるものを 1つ選び、番号に

〇を付けてください。 

 

件数 割合 件数 割合
1 専門分野に特化した弁理士が望ましい 125 29.3% 36 29.3%
2 専門分野に特化せず、工業所有権全般について手続代理等をできる弁

理士が望ましい
39 9.2% 18 14.6%

3 専門分野に特化した弁理士と工業所有権全般について手続代理等をで
きる弁理士が混在しているのが望ましい（必要に応じて使い分ける）

235 55.2% 54 43.9%

4 その他 4 0.9% 1 0.8%
5 わからない 21 4.9% 13 10.6%

無回答 2 0.5% 2 1.6%
426 123回答者数

知財協 中小企業

 
 

 

（企業向けアンケート） 

問 弁理士の数が 9,600 人超に増加したことをどのように評価しますか。下記

選択肢の中から最も当てはまると思われるものを 3つ以内で選び、番号に〇

を付けてください。 

 

件数 割合 件数 割合
1 影響ない 126 29.6% 29 23.6%
2 選択肢が増えたので良かった 88 20.7% 25 20.3%
3 競争で弁理士が良くなったので良かった 46 10.8% 16 13.0%
4 良くない弁理士が増えたので良くなかった 58 13.6% 7 5.7%
5 良い弁理士と悪い弁理士に二極化したので良くなかった 38 8.9% 6 4.9%
6 平均的にはサービスが良くなったので良かった 49 11.5% 15 12.2%
7 平均的にはサービスが悪くなったので良くなかった 14 3.3% 2 1.6%
8 その他 24 5.6% 2 1.6%
9 わからない 96 22.5% 48 39.0%

無回答 3 0.7% 2 1.6%
426 123回答者数

知財協 中小企業

 
 

 

（弁理士向けアンケート） 

問 あなたの事務所で現状の業務を適正に処理する上で、事務所の弁理士数を

どのようにするのが適切と思われますか。下記選択肢の中から当てはまるも

のを 1つ選び、番号に〇を付けてください。 

 

件数 割合
1 現在よりも弁理士数を増やす 352 40.6%
2 現在の弁理士数でよい 449 51.8%
3 弁理士数を減らしたい 66 7.6%

867回答者数
 

 


